
はじめに

1947年８月15日の独立前夜、制憲議会で行ったネルー（Nehru）初代首相の

演説に次のような一説がある。「インドへの奉仕とは、苦しみに喘ぐ何百万も

の人々への奉仕を意味するのです。それは、貧困、無知、病、機会の不平等の

終焉にほかなりません」。この歴史的な演説とは裏腹に、５ヵ年計画に基づく

「社会主義型社会」建設のイデオロギーの下での「苦しみに喘ぐ人々」に対す

る政府の役割は消極的なものでしかなかった。少なくとも1960年代前半まで

農村部を中心とする貧困問題は、経済成長の果実が貧困層にまで行き渡る「ト

リックル・ダウン」により解消されるとみなされたのである（１）。また、総選

挙の際にしばしば最大の争点となったのは物価であり、当時それも比較的安定

していたため、大票田の農村部に住む人びとへの貧困対策は政治的にも重要視

されなかった。その後、1960年代後半以降に貧困削減が重要な政治経済的課

題となっていく背景には、当時のインディラ・ガンディー（Indira Gandhi）政

権で統制主義が強化されるなかで、大衆からの支援を獲得するのに貧困削減を

掲げるようになったことが挙げられる。さらに同時期、インドは大旱魃から深

刻な食料危機に陥り、土地改革などの構造改革よりも新技術導入による農業生

産拡大への農業政策の転換に迫られていた。そこで、政府は1970年代から農

村部に貧困削減と緑の革命を目的とした補助金を投入し、1980年代から本格

的に貧困層をターゲットとしたプログラムを全国展開してきたのである。

現在、インドで実施されている主要な貧困削減政策・プログラムには、以下

の４つが挙げられる。第１に農村部、都市部、干魃被害地域、砂漠地域など特
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定の地域を対象としたものがある。第２に、指定カースト（Scheduled Caste）、

指定部族（Scheduled Tribe）など特定の社会集団を対象としたプログラムがあ

る。第３に、経済社会政策が挙げられる。雇用政策、社会政策、マイクロ・フ

ァイナンスを含む金融政策、食料などの生活必需品の配給を行う公的分配シス

テム（Public Distribution System: PDS）などが代表的な例であろう。第４に、以

上のような貧困削減政策・プログラムを実施していく上での組織改革として、

州以下の行政への分権化、行政とボランティア組織・非政府組織との連携が進

められている。

本章の目的は、独立時にネルー首相がインドへの奉仕として挙げた「貧困、

無知、病、機会の不平等」の４つの課題にインドがどのように取り組んできた

か、その内容、評価、課題を検討することである。とりわけ本章では、これら

４つの貧困削減に関連する問題を横断的に概観しつつ、マクロレベルでの貧困

削減プログラムの全体像を明らかにすることに重点を置く。主に対象となるの

は、貧困層向けのプログラムが本格的に全国展開する1980年代以降である。

以下、第１節では、貧困指標のデータから1990年代以降に見られる３つの特

徴を挙げる。第２節では、中央政府により全国で実施されている主要な貧困削

減プログラムの変遷を追い、近年では所得変動のリスクに対応した一時的な貧

困対策として公的雇用に重点が置かれていることを明らかにする。第３節では、

慢性的な貧困対策として、教育と保健を中心とする社会政策と、不平等改善へ

の取り組みとして留保政策に焦点を当て、その内容と課題を整理する。

本章で取り上げるプログラムは、中央政府によって全国的に実施されている

貧困削減プログラムを中心にほんの一部を選択的に紹介するにすぎない。また、

全国一律に実施されている中央政府プログラムでも州によってそのパフォーマ

ンスは大きく異なることに留意されたい。なお、附表５－１～３に全国で実施

されているいくつかの分野の主要な貧困削減プログラムを整理したので参照さ

れたい。以下に、中央政府からの財政移転をもとに各州で実施されているプロ

グラムについて説明しておく。

第１に、憲法で規定される財政委員会（Finance Commission）による５年ご

との勧告に基づく法定的移転で、中央税収の分与や州経常赤字補填を目的とす

る。この移転には州政府行政の改善を目的としたグラント（Upgradation Grants）

や州特有の問題に対するグラント（Special Problem Grants）も含まれ、そのなか
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に貧困削減プログラムが含まれることがある。第２に、計画委員会（Planning

Commission）による計画支出の規則的移転で、中央政府がモニタリングを行う

追加中央支援（Additional Central Assistance: ACA）や特別中央支援（Special

Central Assistance）、ACAとして実施される対外援助（External Aid）も含まれる。

第３に、中央省庁による裁量的な移転である。中央政府が憲法において州管轄

事項に規定される分野に財政支援を行う中央補助事業（Centrally Sponsored

Schemes）や中央政府管轄事項でありながら各州で実施される中央部門事業

（Central Sector Schemes）を含む。これらは計画委員会による移転が非特別カテ

ゴリー州に貸付70％、グラント30％、特別カテゴリー州に貸付10％、グラン

ト90％で移転されるのと比較すると、用途が指定されているが補助金部分が

大きい（２）。そのほかにも貧困層を対象としたプログラムには、各州政府およ

びそれ以下の自治体のプログラム、上下両院議員による選挙区開発計画

（Member of Parliament Local Area Development Scheme: MPLADS）などがある（３）。

紙面の制限でほとんど紹介できないものの、州政府プログラムのなかには現在、

過去を問わず比較的高い評価を得ているのも少なくない（４）。

第１節　貧困指標の推移
―1990年代の特徴―

インドでは 1951年以降、全国標本調査機構（National Sample Survey

Organisation）により定期的に全国標本調査（National Sample Survey: NSS）が実

施されてきた。これに家計ごとの消費支出調査も含まれる。計画委員会

（Planning Commission）の専門家委員会（Expert Committee）は、この消費支出

調査と消費者物価指数を用いて貧困指標、貧困者人口の推計を行う。現在の推

計方法では、１日１人あたりのカロリー摂取量（都市部2400キロカロリー、農

村部2100キロカロリー）を満たす食料と非食料からなる消費バスケットが１人

あたり月額消費額（1973/74年度価格）で都市部56.64ルピー、農村部49.09ルピ

ーに固定されており、同値を各州の都市部、農村部ごとに物価調整して貧困線

が定められる（たとえば、1999/00年度調査における１人あたり月額消費額の貧困線

は全国レベルで都市部454.11ルピー、農村部327.56ルピーであった）。それを下回
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る消費支出世帯を貧困層と定義している（Government of India［1993］）。この推

計では、各州の人口構成（年齢、性別、職業）が全国平均に近く、必要なカロ

リー摂取量が同じであること、価格変動や消費バスケットの価格構造が州間で

同一であることを前提としている。さらに近年推計上の問題として、各州の物

価調整に用いる各種消費者物価指数、NSSの質問票デザインの変更（後述）な

どについても指摘される。

表５－１に1970年代以降の大標本調査の結果を示した。それによると、全

人口に占める貧困線を下回る人口の比率「貧困者比率」、貧困層の平均的な消

費の不足を示す「貧困ギャップ比率」、貧困層間の不平等を示す「２乗貧困ギ

ャップ比率」のいずれも、過去25年の間に農村・都市部の両方で低下してき

たことがわかる。とくに、1999/00年度調査の貧困者比率（26.1％）は、前回調

査（36.0％）よりも約10％ポイント低下している。しかし、この数値は、厳密
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表５－１　貧困指標の推移（全国標本調査） 

Government of India［1999b: 28; 2004a: 204］.（出所） 

貧困者比率（％） 貧困線以下人口（100　万人） 

農村 

56.4

53.1

45.7

39.1

37.3

27.1

都市 

49.0

45.2

40.8

38.2

32.4

23.6

全国 

54.9

51.3

44.5

38.9

36.0

26.1

農村 

261.3

264.3

252.0

231.9

244.0

193.2

都市 

60.0

64.6

70.9

75.2

76.3

67.1

全国 

321.3

328.9

322.9

307.1

320.3

260.3

1973/74

1977/78

1983/84

1987/88

1993/94

1999/00

貧困ギャップ比率（％） 2　乗貧困ギャップ比率（％） 

農村 

16.56

15.73

12.32

9.11

8.45

― 

都市 

13.64

13.13

10.61

9.94

7.88

― 

全国 

15.95

15.15

11.96

9.32

8.32

― 

農村 

6.81

6.48

4.78

3.15

2.78

― 

都市 

5.26

5.25

4.07

3.60

2.82

― 

全国 

6.48

6.21

4.61

3.26

2.79

― 

1973/74

1977/78

1983/84

1987/88

1993/94

1999/00

年度 

年度 



にいえば前回までの調査とは比較できない。質問票における「消費支出」の参

照期間が変更になったからである（５）。そもそも２つの大標本調査の間の小標

本調査での貧困削減のペースは、1980年代より停滞していると見られていた。

しかし、これらの調査の参照期間も1993/94年度、1999/00年度のいずれの大

標本調査とも異なっている。その後さまざまな修正推計が重ねられてきた結果、

1999/00年度NSSにおける貧困指標は過小評価の可能性が高い、すなわちNSS

よりも実際の貧困者比率は高く、貧困者数も多いといくつかの研究では指摘さ

れる（Sundram and Tendulakar［2003a; 2003b］; Deaton［2003a; 2003b］, Deaton and

Drèze［2002］, Sen and Himanshu［2004a; 2004b］）。

1990年代に実施されたほかの消費支出調査、NSSの1993/94年度と1999/00

年度の雇用失業調査（Employment-Unemployment Survey）や、1980年代中盤か

ら定期的に実施されている国立応用経済研究所（National Council of Applied

Economic Research: NCAER）の家計市場情報調査（Market Information Survey of

Households: MISH）でも、経済改革後の貧困者比率の低下傾向が示されている。

しかし、貧困推計は多くの貧困削減プログラムにおける受益者選定や運営に影

響を及ぼすだけに、次のNSS大標本調査を待って貧困指標や貧困削減のトレン

ドを再確認する必要があろう。

さて、1990年代の貧困削減は、1991年以降の経済自由化が貧困層に与えた

影響と深く関係するだけに、生活水準が飛躍的に改善したとの主張と貧困化が

進んだとの相反する評価が見られる（６）。本章では、文献サーベイをもとに双

方の議論にもある程度共通する次の３点だけを指摘しておこう。

第１に、不平等の拡大である。農村と都市、都市内部の所得階層ごとの消費

支出の格差は拡大した（Deaton and Drèze［2002］; Pradhan et al.［2000］; Sen and

Himanshu［2004a; 2004b］）。消費格差の拡大はすでに1980年代後半から見られ

ると指摘する研究もあり、1990年代にはさらにその傾向が加速化したともい

える。1980年代、1990年代の経済成長率は、ともに年平均５％台に達し（表

５－２参照）、1970年代までの成長率より約２％ポイント高い。所得分配に歪

みが生じてきているといえよう。

第２に、州間の格差である。これは1990年代に始まったことではないもの

の、おおまかにいって西部と南部で貧困削減が進み、東部と北東部地域での貧

困削減率の停滞が見られる。いくつかの州での貧困削減率鈍化の要因として、
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実質農業賃金の伸びが年平均２％以下にとどまったことが挙げられる（Deaton

and Drèze［2002］）。実質農業賃金の上昇は、農村部の貧困指標（とくに貧困者

比率）の改善に影響を与えると評価される。さらに、農村部の農業生産、農村

消費が州の貧困解消に貢献しているとの実証研究もある（Datt and Ravallion

［2002］）。

近年、経済成長と貧困削減をめぐる「トリックル・ダウン」に対して肯定的

な実証研究が発表され、経済成長と所得分配との実証研究も進んでいる（７）。

インドの1990年代の経済成長率は対外債務危機に陥り成長率の落ち込んだ

1991年を含めても1980年代を若干上回り、全州合計でも同様の傾向が見られ

る（表５－２）。しかし、各州の状況はさまざまで、１人あたり所得の高い州の

うちマハーラーシュトラ州、グジャラート州では1990年代の純州内総生産

（Net State Domestic Product: NSDP）、１人あたりNSDPの成長率とも上昇したが、
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表５－２　主要　15　州の実質純州内総生産（NSDP）成長率（％、年） 

　Central Statistical Organisation website（http://mospi.nic.in/11_percapnsdp_const_9394
ser.htm）;  Shetty［2003: 5193］.  

（出所） 

実質１人あたり
NSDP

（1999/00　年、
1993/94　年価格） 

ルピー 州 順位 

NSDP １人あたり　NSDP

1980/81～
90/91　年

（80/81　年 
　価格） 

1990/91～
2000/01　年
（93/94　年
　価格） 

1980/81～
90/91　年

（80/81　年 
　価格） 

1990/91～
2000/01　年
（93/94　年
　価格） 

5.66

3.33

4.76

4.88

6.55

5.18

3.13

4.17

6.00

3.99

5.37

6.58

5.27

4.95

4.58

8

12

15

3

4

6

7

11

1

13

2

10

5

14

9

9,445

5,785

3,281

13,490

13,308

10,912

10,178

8,248

15,186

5,735

14,809

8,555

12,181

5,675

9,320

アーンドラ・プラデーシュ 
アッサム 
ビハール 
グジャラート 
ハリヤーナー 
カルナータカ 
ケーララ 
マディヤ・プラデーシュ 
マハーラーシュトラ 
オリッサ 
パンジャーブ 
ラージャスターン 
タミル・ナードゥ 
ウッタル・プラデーシュ 
西ベンガル 

5.39

2.52

2.42

6.86

4.87

7.41

5.80

4.64

6.50

3.14

4.58

5.95

6.46

3.60

6.87

3.39

1.14

2.56

2.84

4.00

3.14

1.71

1.73

3.60

2.12

3.40

3.89

3.77

2.58

2.32

3.88

0.69

－0.31

5.07

2.76

5.73

4.56

2.52

4.37

1.68

2.62

3.42

5.36

1.43

5.13

5.17

5.47

― 
― 

― 
10,071

全州・連邦直轄地 
インド　GDP

5.65

5.95

2.94

3.25

3.67

3.65



パンジャーブ州やハリヤーナー州では低下した。さらに、１人あたり所得の低

い州のうちビハール州、オリッサ州、ラージャスターン州、ウッタル・プラデ

ーシュ（UP）州の成長率も鈍化している。ビハール州、マディヤ・プラデーシ

ュ（MP）州、ラージャスターン州、UP州の４州は、北インド・ヒンディー語

圏に位置し、BIMARU（ヒンディー語で病気の意）州と表現される低所得かつ社

会指標も低い開発後進地域である。そのため、初期の所得水準が低いほど成長

率が高く、長期的に均衡所得水準に収斂するという新古典派経済成長理論の仮

定をめぐって多くの推計が行われ、むしろ1990年代には州間格差の拡大が見

られると、いくつかの研究では実証される（８）。

インドの実質国民所得は、１兆3667億ルピー（1951/52年度）から10兆1147

億ルピー（1999/00年度）まで50年で7.4倍に成長したものの、１人あたり実質

国民所得は、3744ルピー（1951/52年度）から１万207ルピー（1999/00年度）の

2.7倍にしか増加していない（Government of India［2001］）。この差は高い人口

増加率によって説明される。全国レベルの年平均人口増加率は、1971～81年

2.26％、1981～91年2.13％、1991～01年1.95％で徐々に下降しているが、

BIMARU州では1991～01年でも軒並み２％を越える（Government of India

［2002b］）。また、１人の女性が生涯に生む子供の数「合計特殊出生率」（1998

年）は、3.2（全国）だが、地域差が大きい（表５－３）。現在の人口を維持する

のに必要な置換水準2.1をケーララ州（1.8）、タミル・ナードゥ州（2.0）では

すでに下回っているのに対し、BIMARＵ州ではビハール州（4.3）、MP州（3.9）、

ラージャスターン州（4.1）、UP州（4.1）の高水準を維持している。出生率低下

に直接、間接的に影響を及ぼす重要な要因としては、女子教育の普及が指摘さ

れる。出生率の高い州では女性の教育指標は全国レベルを大きく下回っている。

たとえば、2001年センサスにおける女性識字率は全国54.03％に対し、ビハー

ル州33.57％、MP州50.55％、ラージャスターン州44.34％、UP州42.97％にし

かすぎない。これらの州の、とりわけ農村部において、所得貧困だけでなく社

会指標の改善が急務であろう。

第３に、貧困層とは、社会階層別では指定カーストや指定部族、経済活動別

に見ると雇用の不安定な日雇労働者（都市部）、農業労働者（農村部）に集中し

ている（Meenakshi et al.［2000］; Radhakrishna et al.［2004］; Sundaram and

Tendulkar［2003c］）。インドの経済社会構造において、指定カーストや指定部
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族は土地や小作権を持たない農業部門の賃金労働者である農業労働者の割合が

高い（1993/94年度のNSSでは、指定カーストの47％、指定部族の35％が農業労働

者）。表５－４からは、指定カースト・指定部族の貧困者比率はどの雇用形態

においても他の社会集団よりも高く、とりわけ農業労働者と日雇労働者にその

傾向が強く見られることがわかる。指定カーストや指定部族に対する公的雇用、

高等教育、議会における機会の不平等の是正については、第３節の留保政策で

検討する。

第２節　貧困削減プログラムの推移

独立後のインドにおいて採られた公企業主体の重工業化政策では、資本集約

的な形で工業化が進められたために、少なくとも短期的には工業部門への雇用

の吸収によって労働需要を増加し、賃金所得の上昇から貧困削減が進むといっ

たパターンは見られない。他方、GDPに占める農業部門は54.6％（1951/52年

176
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Sundram and Tendulkar［2003c: 5270―5271］.（出所） 
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表５ー４　全国標本調査（1999/00　年度）における社会階層・経済活動別貧困者比率
（％） 



度）から27.9％（1999/00年度）まで低下したが、雇用では依然として61.7％

（1999年）を占める（Government of India［2001］）重要な部門である。1960年代

から農業政策の転換によって高収量品種が普及しはじめ、潅漑などのインフラ

整備の進んでいたパンジャーブ州、ハリヤーナー州を中心に農業生産が伸び、

これらの州での貧困削減が進んだ。

1971年に「貧困追放」（Garibi Hatao）を掲げて政権に返り咲いたインディ

ラ・ガンディー首相は、国家非常事態（1975～76年）の間に貧困対策の処方箋

「20項目プログラム」（20-Point Programme）を示した。統制主義の強化、独裁

化により失った党の基盤に代わって末端の大衆からの支持を必要としたためで

ある。とくに、大票田の農村部の貧困対策に取り組むことに迫られていた。ま

た、1960年代後半にインドは旱魃による深刻な食料危機に陥り、農村部では

農民の紛争も起きていた。さらに、食料などはPDSにより提供されたものの、

一部の州を除くと受益者が都市部に偏っていた。そこで、政府は農村部に対し

て緑の革命と貧困対策を柱とする補助金投入を開始したのである。ただし、こ

こでいう補助金とは食料、肥料、電力などが中心で、教育や保健といった分野

に対する中央政府の支援に関しては高い評価はできない。農村部、とりわけ農

業部門の重視は、農業投入財への補助金だけでなく、農業所得、土地がほとん

ど課税対象とならなかったことにも見られる。さらに、農家の側もPDSにおけ

る食料買い上げ価格の引き上げ圧力を政府に対して強めたと指摘される。

その後1970年代後半になると、工業部門では長期停滞から脱出の兆しが見

えはじめ、また緑の革命の成果によって食料自給を達成した。1980年の総選

挙で復活したインディラ・ガンディー、続く1984年以降のラジーヴ・ガンデ

ィー（Rajiv Gandhi）のインド国民会議派（Indian National Congress）政権でも、

補助金拠出による貧困対策が続けられた。それは1991年以降の経済改革で財

政赤字削減に迫られるまで補助金拠出が伸び続けていることからも明らかであ

る（図５－１）。佐藤・金子［1998a; 1998b］によると、補助金は総選挙のサイ

クルに応じて変動したことから、それがいかに政治的に重要だったかがわかる。

しかし補助金増加に応じて財政赤字が拡大し、それをファイナンスするために

マネーサプライも変動したため、総選挙の際にしばしば争点となってきた物価

上昇率が10％を越えないようにマクロ経済運営を進めることが政治的に求め

られた（佐藤・金子［1998a; 1998b］）。このように政府のとってきた物価の安定
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政策が貧困削減に果たした役割を肯定的に捉える実証研究がいくつかある（た

とえばDatt and Ravallion［2002］）。

独立後の実質経済成長率は、1970年代まで年平均３％台にすぎないものの、

産業・貿易分野の一部で規制緩和の始まった1980年代に成長率は５％台に上

昇した。一方、労働法や社会保険で保護されている組織部門（Organised Sector）

の雇用の伸びは停滞している。雇用創出をもっぱら担ってきた小規模工業

（Small Scale Industry: SSI）部門においても、過去のSSIセンサス（参照期間は

1972年, 1987/88年度、2000/01年度）では企業あたりの雇用者数に大きな増加傾

向は見られない（本書第９章参照）。1991年の経済自由化以降も、経済成長率が

引き続き年平均５％台を維持したのに対し、労働節約化や雇用の非正規化の傾

向はさらに加速している。2004年の総選挙後にデリーの発展途上社会研究セ

ンター（Centre for the Study of Developing Society）により実施された世論調査に

よると、インド人民党（Bharatiya Janata Party）を中心とする国民民主連合

（National Democratic Alliance: NDA）政権（1999年～2004年）の政策のなかでは
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（注）1996/97年度は暫定値。
（出所）Srivastava and Sen［1997: 137］; Government of India［1999a: S7］より筆者作成。 

図５―１　中央政府の明示的補助金（対GDP比） 
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雇用政策への評価が最も低かった。とりわけ、低所得層ほどNDA政権下で経

済状態が悪化したと回答している。そうした経緯から政権を奪回した国民会議

派を中心とする統一進歩連合（United Progressive Alliance: UPA）は、農村部や

経済社会的弱者重視の政策を打ち出している。

以上のような政治経済的な背景の下で、貧困削減プログラムがどのように実

施されてきたかを次に見てみよう。

１．農村部の貧困削減プログラム―総合農村開発から公的雇用重視
へ―
インドの貧困層は、その４分の３が農村部に住んでいる（表５－１）。農村部

において「貧困層」がターゲットとなるのは1970年代であり、1980年代から

本格的に全国展開をしてきた。まずその中心を担ったのは、総合農村開発プロ

グラム（Integrated Rural Development Programme: IRDP）である（９）。同プログラ

ムは1978年に開始し、1980年から全国各県に拡大した。その目的は、貧困線

以下の世帯を対象として自営業を振興し、貧困線より上の所得を獲得させるこ

とである。具体的には、補助金と地元銀行や協同組合からの無担保、低利の融

資を組み合わせて提供し、貧困層に生産的資産、たとえば家畜、農耕具、リク

シャー、ミシンなどを購入させた（1990/91年度までは現物支給）。また、生産的

資本を活用するために青少年、女性、農民、手工業者を対象とするさまざまな

下位プログラムも用意された。受益者の選定は、最貧困層を優先とし、村民総

集会で決定するとされた。中央政府からの資金（中央と州政府が全資金の50％ず

つを分担）は、州政府を通さず直接各県（District）に交付されたが、このプロ

グラムは村落社会・経済の構造的な改革を伴わずに実施されたことに注意が必

要である。

IRDPは、政府により大々的に宣伝されたプログラムであった。そのため、

政府による全国規模での同時評価も５回行われるなど、多くの評価が存在する。

第４回評価（1992年９月～93年８月）によると、プログラムの最大の目的であ

った受益者世帯のうち15.96％が貧困線を超えたに過ぎず、受益者層のローン

返済率は41％に留まり、地方行政官が受益者を選んだケースも42％に及んだ

（Government of India［1999c］; Lok Sabha Secretariat［1999］）。他方、経済・行政

インフラの整備された地域では相対的に評価も高くなり、また受益者層には社
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会的地位の上昇感が見られるなどの実証研究もあり、一定の効果も否定はでき

ない。しかし、一般的に政府報告書は過大評価との批判が強く、多くのミク

ロ・レベルでの実証研究・評価は、ターゲティング、資金運用効率、汚職など

の行政上の問題などさまざまな側面から政府よりも厳しい評価を下している。

とりわけ、「貧困線以下の人口」のターゲティングに批判が集まった。Drèze

［1990］は、貧困線を絶対視したことによって、所得によって測定することの

できない貧困の多面性を捉えられなかっただけでなく、農村家計の所得を安定

的なものとして捉えたことが融資返済に影響したと批判している。さらに、あ

る一時点での所得を基準としたことが、一時的貧困と慢性的貧困の区別を難し

くしたと考えられよう。貧困者比率の高い農業労働者、非農業部門の日雇い労

働者は、雇用が不安定で所得変動が大きいため、貧困線を上下する一時的に貧

困家計に陥る可能性が高い。したがって、所得変動のリスクを回避し、貧困か

らの脱出だけでなく貧困に陥らせないための政策やプログラムの提供が必要と

されているのである。

さて、1980年代後半以降、IRDPに代わって公的雇用プログラムの予算がの

びている。公的雇用プログラムは、貧困層の自己ターゲティングにより成り立

つ。中央政府は、1960年代に農村雇用プログラム、また1970年代後半にフー

ド・フォー・ワーク（Food for Work）プログラムを開始した。その後もさまざ

まな公的雇用プログラムが運用されており、2004年にはUPA政権下で全国フ

ード・フォー・ワーク・プログラム（National Food for Work Programme: NFFWP）

も最後進150県で始まった。そのほか、州での公的雇用プログラムにも、ほか

の貧困削減プログラムと比較して評価の高いプログラムが存在する。その代表

格がマハーラーシュトラ州の雇用保証計画（Employment Guarantee Scheme: EGS）

である（10）。EGSは、1970年代初頭の旱魃時に各県での公共事業を通して成人

男女に雇用を提供し、一時的な貧困対策としての効果を上げた。特徴的なのは、

農村部の誰もが参加できる普遍性を持つ計画でありながら、賃金を市場の農業

賃金より低く設定したため、自主的な選択が可能となり、本当に雇用・所得を

求めている者のみが参加したことである。また、農業賃金への上昇圧力、女性

の高い参加率、農村インフラ整備における高い経済収益率などでも高く評価さ

れている。さらに、州政府財政運営でも都市部での税収が農村部への所得移転

となっていること、農村部から都市部への移住を防ぐ効果もあった点を過小評
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価すべきでなかろう。

EGSは、公的分配システム（PDS）の所得移転の効果には及ばないものの、

ターゲティングが優れているためにプログラム全体のコスト効果でははるかに

上回るとも指摘される（Guhan［1994］）。一方で、賃金が低く設定されている

ために同計画に参加しても貧困線を越えることは難しい。そのためか、近年は

賃金の高いほかの公的雇用プログラムに人々が流出する問題も抱えている。す

なわち、EGSは貧困層にとって所得変動のリスクに対応した一時的な貧困対策

にすぎないことに注意が必要である。貧困層に対する高いターゲティングを維

持するためには賃金を低く設定する必要があり、一方で貧困層が貧困線を越え

るためには賃金を高くすることも求められる。公的雇用プログラムと他の貧困

削減プログラムを組み合わせて提供すること、あるいは賃金の異なるさまざま

な公的雇用プログラムの選択肢を貧困層に与える必要もあるだろう。

2004年の総選挙で誕生したUPA政権は、農村部の公的雇用プログラムの実

施による貧困対策を重視しており、18歳以上の成人に年間100日以上の非熟練

労働を提供する全国農村雇用保証法（National Rural Employment Guarantee Act,

2005）を発効させた。2001年に既存の公的雇用プログラムを統合した全農村雇

用計画（Sampoorna Grameen Rozgar Yojna: SGRY）や2004年に開始した全国フー

ド・フォー・ワーク・プログラムは同法の下で統合される見込みである。政府

は、賃金の設定と貧困層のカバー率（ターゲティング）とのバランス、財政制

約の下でのPDSにおける余剰食料の利用、地方行政及びボランティア組織・

NGOとの連携による効果的・効率的な運営などの課題に取り組んでいくこと

が求められている。

最後に、IRDPについて触れておこう。同プログラムは1999年にすべての下

位プログラムとともにスワンジャヤンティ村落自営業計画（Swarnjayanti Gram

Swarozgar Yojna: SGSY）に一本化された。SGSYは貧困層の組織化が重視され、

IRDP下での個別世帯から自助グループ（Self Help Group）向けのプログラムに

生まれ変わった。さらに1990年代以降、官民連携による自助グループへのマ

イクロファイナンスもSGSYを上回る勢いで急速に普及している（須田［2001］）。

公的雇用とは異なるアプローチによる所得変動へのリスク対策として、マイク

ロファイナンスの貧困削減への効果にも注目していく必要があろう。
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２．都市部の貧困削減プログラム
表５－１から都市部の貧困者比率は農村部より低いことが明らかになっ

た（11）。そのため都市の貧困とは、農村部の貧困層が雇用を求めて都市に流入

し、インフォーマル・セクターで就業している結果にすぎない、すなわち都市

の貧困とは農村の貧困の延長線上にある問題と捉えられてきた。都市の貧困者

人口は人口増加などによって1970年代よりも1980、1990年代に増加している。

また、1980年代から1990年代にかけての都市貧困者層間の不平等（２乗貧困ギ

ャップ比率）は農村部のそれを上回る。さらに、1999/00年度のNSSでは、主要

15州のうち９州の都市部貧困率が農村部貧困率よりも高い（表５－５）。その

傾向は、貧困者比率の低い州でとくに顕著である。そのため、各州の貧困率と
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表５－５　各州貧困者比率（％） 

1999/2000　年度調査で貧困者比率の低い州から降順に並べた。 （注） 
Government of India［2002c: 76―77］.（出所） 

1973/74　年度　NSS

パンジャーブ 

ハリヤーナー 

ケーララ 

グジャラート 

ラージャスターン 

アーンドラ・プラデーシュ 

カルナータカ 

タミル・ナードゥ 

マハーラーシュトラ 

農村部 都市部 合計 

28.21

34.23

59.19

46.35

44.76

48.41

55.14

57.43

57.71

27.96

40.18

64.74

52.57

52.13

50.61

52.53

49.40

43.87

28.15

35.36

59.79

48.15

46.14

48.86

54.47

59.94

53.24

1999/00　年度　NSS

農村部 都市部 合計 

6.35

8.27

9.38

13.17

13.74

11.05

17.38

20.55

23.72

5.75

9.99

20.27

15.69

19.85

26.23

25.25

22.11

26.18

6.16

8.74

12.72

14.07

15.28

15.77

20.04

21.12

25.02

56.44 49.01 54.88

73.16

56.53

52.67

62.66

62.99

67.28

34.67

60.09

39.92

57.65

52.96

55.62

63.43

57.07

51.21

61.78

61.91

66.18

27.09 23.62 26.10

31.85

31.22

40.04

37.06

44.30

48.01

14.86

30.89

7.47

38.44

32.91

42.83

27.02

31.15

36.09

37.43

42.60

47.15

1

2

3

4

5

6

7

8

9

全国 

西ベンガル 

ウッタル・プラデーシュ 

アッサム 

マディヤ・プラデーシュ 

ビハール 

オリッサ 

10

11

12

13

14

15



都市部貧困率との順位相関（1999/00年度で0.64）は、農村貧困率の同値（同

0.98）と比べてだいぶ低くなる。すなわち、都市部の所得貧困を理解するには、

都市部固有の要因を解明する必要があろう。

開発途上国では、1980年代まで農村部への貧困削減に重点が置かれる都市

バイアス（Urban Bias）が見られたものの、構造調整プログラムの導入で農村

部のみならず都市部の貧困問題にも焦点が当たるようになった。インドの都市

貧困削減プログラムは、1980年代後半から公的雇用プログラムを中心に展開

してきた（附表５－１）。なぜなら、近年の都市部の貧困は、組織部門雇用の伸

びの停滞、雇用の非正規化と深く関連するとみられるからである。筆者が

2004/05年度にアーマダーバード（グジャラート州）で実施した染色・捺染労働

者の調査でも、賃金と所得変動には雇用形態ごとに大きな差が見られた。表

５－４からも日雇労働者の貧困者比率がほかの雇用形態に比べて高いことがわ

かる。また、雇用機会の少ない人口５万人以下の小都市では、人口100万人以

上の大都市の貧困者比率を上回る（1993/94年度のNSSでは前者の貧困者比率

43.16％、後者は20.57％）。小都市では雇用だけでなく飲料水、電気、トイレな

どのインフラ整備も遅れている。そのため、小都市を対象とした公的雇用プロ

グラムやインフラ整備プログラムも実施されている（附表５－１）。

都市部の貧困は、労働市場のほかにも、土地・住宅、金融市場、社会保護・

社会サービス、環境破壊、社会階層などの側面で農村貧困の要因とは異なる

（たとえばWratten［1995］）。第10次５ヵ年計画（2002/03～06/07年度）では、都

市部貧困層に見られる脆弱性の特質として、①住宅インフラや所有権や含む居

住的側面、②雇用を中心とする経済的側面、③教育、保健、食料などの社会的

側面、④暴力、情報、公正など個人に関する側面、の４つが挙げられている。

附表５－１からは、中央政府プログラムでは公的雇用のほかに住宅建設に力点

が置かれていることがわかる。2001年センサスによると、都市人口の22.59％

がスラム地域に住んでいる（12）。独立以降、スラム住民を中心とする都市貧困

層に対しては国家主導の土地取得および住宅建設が行われてきた。そのため、

都市の土地利用にはさまざまな法律規制が敷かれ、たとえば1976年には都市

土地（上限・規制）法（Urban Land（Ceiling and Regulation）Act ）が施行され、

民間部門の土地所有が制限された（同法は1999年廃止）。同時に、1970年代頃

から自助努力、自己資金による住宅建設への必要性も見直されはじめ、住宅金
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融機関として住宅都市開発公社（Housing and Urban Development Corporation

Limited: HUDCO）や住宅開発金融公社（Housing Development and Finance

Corporation：HDFC）が相次いで設立された。しかし、第６次５ヵ年計画

（1980/81～84/85年度）で民間部門の参入を促す住宅政策に転換し、政府の役割

は貧困層自身の自助努力による低コスト住宅建設の支援に限定された。それま

での国家主導の住宅建設ではコストの高い住宅が供給され、結果的には貧困層

の入居率が低かったためである。その後、この政策変更に沿った形で1988年

に国家住宅政策（National Housing Policy）が発表され、国立住宅銀行（National

Housing Bank）の設立をはじめとする金融機関による融資の拡充も図られた。

それでも1991年センサス時点では全国で2290万戸の住宅が不足しており、う

ち90％以上が低所得者向けの住宅と推計されている。1998年には再び国家住

宅・居住政策（National Housing and Habitat Policy）が発表され、中央政府は法

律、財政、金融面の支援や整備を進めるなどの住宅建設促進のための環境づく

りを担い、実際の住宅建設を担うのは民間部門とあらためて強調されている。

政府は、同政策に添う形で低所得層に対する年間200万戸（うち都市部では70

万戸）住宅建設計画（Two Million Housing Scheme）を発表し、HUDCOの融資を

中心として同計画をはじめとする住宅建設を進めている。しかし、それを担う

州行政の汚職（住宅は州政府管轄）、公的金融機関による不透明な融資先の選択、

また屋根や壁の堅固な構造の住宅（Permanent/ Pakka House）に対する需要の

所得弾力性の高さなどから、現状でも低所得層には低コストかつ堅固な構造の

住宅を得るのが難しいと指摘される（13）。

住宅で生活するのに必要な飲料水やトイレの建設も、国連「国際飲料水と衛

生の10年（International Drinking Water Supply and Sanitation Decade: IDWSSD）」

（1981～90年）を契機に強化された。IDWSSDに応じて農村部への給水は首相

直属の特別任務にされたのである。しかし、1990年までにすべての人に飲料

水と衛生を供給するという目標は達成できなかった。IDWSSD終了時にニュー

デリーで開催された2000年に向けた安全な水会議（Safe Water 2000 Conference）

で課題として挙げられた、①制度改革、②環境への配慮、③コミュニティーに

よる管理、④財政面の向上、の４つが1990年代の５ヵ年計画での水道政策の

柱となった。近年、水道衛生の普及が遅れるにつれて、その普及に莫大なコス

トがかかることが各種報告書から明らかになったこと、また開発途上国での民
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活・民営化の流れのなかで、インドの大都市部でも民間、対外援助の利用によ

る浄水場建設が増加している。他方、それ以外の中小都市や低所得層向けの水

道、衛生の普及には、政府の主導の下で住民の自助努力と金融機関の支援を促

す政策が中心となっている。

住宅、水道、トイレ建設のいずれのインフラ整備においても、需要が供給を

大きく上回る状況が続いている。2001年のセンサス（都市部）では、全家屋に

おける堅固な構造の家屋の比率は79.3％、家内にトイレのある家屋（複数の家

屋でのシェアも含む）の比率は70.4％、電気の通じている家屋の比率は87.6％、

飲料水の主要入手手段を蛇口とする家屋の比率は68.7％で、都市全体としては

生活インフラ整備が進んでいるように見える。しかし、低所得者層やスラム地

域でのインフラ整備、さらに大都市の高級住宅街であっても24時間の給水、

電力供給など全体的なサービスの質の向上が必要とされており、今後も多くの

資金と時間を要すると考えられる。

以上、中央政府の貧困対策プログラムは、都市部のインフラ整備を除くと、

所得変動のリスクに対応した公的雇用を中心として、一時的な貧困対策を核に

進められている。以下に、慢性的な貧困対策として社会政策と留保政策を見て

おこう。

第３節　社会政策と留保政策

貧困は、所得や消費をもとに設定された貧困線を下回る状態のみを指すわけ

ではない。所得だけが生活水準を決定するものではないからである。世界銀行

の「世界開発報告2000/01年」では、貧困の概念を「所得」、「教育と保健」、

「脆弱性」、「声の届かないこと」、「権力のないこと」までをも含む多面的な側

面から捉えている。また、2000年に国連総会で採択された「ミレニアム開発

目標」（Millennium Development Goals）は、開発途上国が2015年までに達成する

べき８つの目標が掲げられている。それには貧困と飢餓の撲滅のみならず、教

育や保健の改善、環境保護なども含まれる。インドにおいても、経済学的な手

法だけでは測定できない貧困概念の深化が人類学や社会学の手法との対話によ
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って模索されてきた（たとえばBardhan［1989］参照）。

さて、シュルツやベッカーが教育や保健を経済成長に不可欠な人的資本と捉

えたのに対し、1970年代から国際機関で実践されたベーシック・ニーズ・ア

プローチのなかでは、教育や保健を基本的な権利と捉えている。さらに1990

年以降、アマルティア・セン（Sen［1985］）の「潜在能力」概念をもとにした

「人々の選択の拡大過程である」人間開発の指数が国連開発計画の「人間開発

報告書」（Human Development Report）で発表されている。インド国内でも国、

州、県における人間開発指数（Human Development Index: HDI）が所得、教育、

保健指標の単純平均から作成され、「人間開発報告書」が出版されている（14）。

表５－６は、インド政府によって発表された主要15州のHDIである。この

HDIは、①乳児死亡率及び１歳時の寿命、②７歳以上の識字率及びフォーマル

教育の密度（１～12年生の全就学率に対する１～12年生の加重平均の就学率。全就
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表５－６　主要　15　州の人間開発指数（1981―2001） 

Government of India［2002b: 25］.（出所） 

1981 1991 2001

アーンドラ・プラデーシュ 

アッサム 

ビハール 

グジャラート 

ハリヤーナー 

カルナータカ 

ケーララ 

マディヤ・プラデーシュ 

マハーラーシュトラ 

オリッサ 

パンジャーブ 

ラージャスターン 

タミル・ナードゥ 

ウッタル・プラデーシュ 

西ベンガル 

指数 順位 指数 

0.298

0.272

0.237

0.360

0.360

0.356

0.500

0.245

0.363

0.267

0.411

0.256

0.343

0.255

0.305

9

10

15

5

4

6

1

14

3

11

2

12

7

13

8

0.377

0.348

0.308

0.431

0.443

0.412

0.591

0.328

0.452

0.445

0.475

0.347

0.466

0.314

0.404

順位 指数 順位 

9

10

15

6

5

7

1

13

4

12

2

11

3

14

8

0.416

0.386

0.362

0.479

0.509

0.478

0.638

0.394

0.523

0.404

0.537

0.424

0.531

0.388

0.472

10

14

15

6

5

7

1

12

4

11

2

9

3

13

8

全国 0.302 ― 0.381 ― 0.472 ― 



学率は６～18歳人口に対する調整値）、③実質１人あたり消費支出（ジニ係数によ

る調整値）から算出される（［2002b］）（15）。表５－６から浮かび上がる特徴をま

とめてみよう。

第１に、2001年のオリッサ州を除きすべての州でHDIは改善した。なかで

もタミル・ナードゥ州、ラージャスターン州の改善率が高く、相対的な順位を

上げた。これらの２州では、教育（ラージャスターン州）と保健（タミル・ナー

ドゥ州）の指標に大きな改善が見られる（表５－３）。一方、アッサム州では低

い所得改善率が相対的順位の低下につながった。そのほか、ほとんどの州に共

通して見られるのは、HDIの改善率が1980年代より1990年代に停滞した点で

ある。内訳を見ると所得の伸びはそれほど停滞しておらず、社会指標の改善が

鈍化している。社会指標は高いほど改善が困難になるのは周知の事実であるも

のの、開発後進州を中心とする保健指標の改善率の伸び悩みには注意が払われ

るべきであろう。

第２に、20年間にわたって第１位ケーララ州、第２位パンジャーブ州、第

15位ビハール州の順位は不動であった。ほかの州も、前述のタミル・ナード

ゥ、ラージャスターン、アッサムの３州を除くと順位の大きな変動はない。す

なわち、ケーララ州を除くと人間開発指数と１人あたり所得（表５－２及び表

５－６参照）の順位とは比較的似ており、高所得州では一般に人間開発指数も

高い。

第１位のケーララ州では、州政府が社会政策を重視した結果、高い社会指標

が達成されている。特筆すべきは、男女、農村と都市の指標の格差が非常に小

さいことである（表５－７）。さらに同州は、主要州のなかでは唯一女性人口の

方が多いことでも知られる（表５－７）。Drèze and Sen［1989］は、先進国の

男性と女性の人口比は１対１.05であるのに対し、中国、南アジア、中東、北

アフリカでは生物学的に生存率の高いはずの女性人口の方が少ないことに着目

し、文化、社会あるいは経済的（栄養、保健医療）な差別による喪われた女性

たち（Missing Women）の存在を指摘した。インド全国でも男性1000人に対し、

過去20年間を見ると女性934人（1981年）、927人（1991年）、933人（2001年）

で推移しており、各州においても下降傾向が見られる（Government of India

［2002b］）。その要因として、女性の幼児死亡率の高さが挙げられることから、

女児の栄養と医療へのアクセスが限られていることが指摘できる。また、1990
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年代には比較的所得の高い州で女性人口比率が低下した。出産前の性別判断技

術へのアクセスが可能になると、女性人口比率が低下する可能性もある

（Deaton and Drèze［2002］）。地域、経済・社会階層による差はあるものの、結

婚の際の持参金（dowry）や労働市場での雇用や昇進の機会、賃金の相対的な

低さによって、各世帯、とりわけ貧困世帯にとって女児を生み、育てるコスト

の重圧は男児より大きいのが現状であろう。

さて、ケーララ州の１人あたり純州内
．．
総生産（NSDP）は全国的に見ると中

位水準に位置する（表５－２）。しかし、国内外への出稼ぎ労働者からの送金に

よって１人あたりの消費支出は極めて高く（表５－３にジニ係数による調整値を

示したが、調整していない値でも他州より高い）、高い１人あたり州民
．．
総生産が推

188

第Ⅰ部　インド経済の構造的特徴

Government of India［2002b: 186―188, . 226―227, 240］.（出所） 

識字率（％、2001　年） 都市 農村 男性 女性 

都市 農村 男性 女性 

都市 農村 合計 ― 

ビハール 

ケーララ 

パンジャーブ 

乳児死亡率 

（対　1,000　人、1991　年） 

全国 

72.71

93.38

79.13

80.06

50

42

56

51

869

1,058

848

901

44.42

90.05

65.16

59.21

77

45

81

84

927

1,059

887

946

60.32

94.2

77.63

75.64

62

81

45

74

921

1,058

874

933

33.57

87.86

63.55

54.03

89

53

41

79

― 

― 

― 

― 

ビハール 

ケーララ 

パンジャーブ 

男女比率（男性　1,000

人に対する女性人口、

2001　年） 

全国 

ビハール 

ケーララ 

パンジャーブ 

全国 

表５－７　３州社会指標の比較 



測される（16）。ケーララ州における所得、社会両分野の高指標の達成によって、

第２位のパンジャーブ州とのHDIの差は20年間ほとんど縮小していない。ま

た、ケーララ州では貧困者比率も1970年代以降、急速に低下したことがわか

る（表５－５）。一方、パンジャーブ州は農業生産によって高い１人あたり所得

を達成し、貧困者比率も低い（表５－５）。しかし、同州の社会指標はケーララ

州ほどの水準に達しておらず、2001年の男性人口1000人あたりの女性人口は

874人でしかない。パンジャーブ州の低い貧困率の背景には、農業生産による

トリックル・ダウン効果はもちろん、各世帯における極端な男児選好も貢献し

ている可能性があろう。

１．社会政策―教育と保健―
インド憲法において、教育（技術教育、医療教育、大学を含む）や人口・家族

計画は中央と州政府の共同管轄（Concurrent List）、公衆衛生、医療、水道など

は州政府の管轄（State List）と規定される。歳出分担はこの区分とは多少の相

違が見られ、教育や保健は州政府が主要財源となっている。しかしその内訳を

見ると、中央政府は５ヵ年計画実施のための「計画支出」の30～40％を占め

る。すなわち中央政府は政策策定、事業計画など戦略的な役割を果たす一方、

各州政府は公務員給与や施設維持費に当たる「非計画支出」中心にならざるを

えない状況が浮かび上がる。こうした財政制約はあるものの、各政府は社会政

策において州独自のイニシアティブを発揮する余地がある。たとえば、極めて

似通った社会指標を達成しているマハーラーシュトラ州とタミル・ナードゥ州

を比較すると、前者は公衆衛生や雇用を重視する「促進型」の社会政策をとり、

後者は栄養、年金を重視する「保護型」の社会政策をとる（Prabhu［2001］）。

また、学校制度は全国的に10＋２年制に統一されたものの、教育については

1976年まで州政府の管轄だったためか、10年生の内訳、就学年齢、授業日数、

試験など多くの点で各州独自の制度が残されている（17）。

表５－３に各州の教育と保健指標を示した。州間の大きな格差が明らかであ

ろう。なかでも目につくのはBIMARU州の指標の低さであり、国全体の低指標

は人口規模の大きいこれらの州の影響を受けていることが一目瞭然である（18）。

低指標の要因としては主に次の４点が考えられよう。

第１に公共支出の低さである（19）。1997年の対GDP比支出は教育3.2％、保健
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0.6％であった（World Bank［2001］）。これらの数値は、同年の低中所得国の数

値（教育4.1％、保健1.3％）をも下回るものである。教育、保健とも国家政策

において対GDP比６％が支出目標とされてきた。両分野とも、公共部門の支

出が低迷するなか、民間部門の高い支出によってこの目標値をすでに達成して

いると推計される（Tilak［1995］; World Bank［1995］）。民間部門の台頭は、政

府による社会サービスの質の劣悪化に歯止めがきかなくなった1980年代頃か

ら全国的に顕著となっている。そのため近年の教育や保健支出（政府＋民間）

は、他の東アジア・東南アジア諸国と比べてもが高く、その割には教育や保健

指標の改善に結びついていないと評価される（20）。しかし、子供を私立校に通

わせる余裕がない、あるいは私立病院に行くことのできない低所得者・貧困層

に対する公共支出の重要性は変わりがないことを強調しておく（21）。

第２に、政府の予算配分の歪みが指摘できる。中央政府の教育計画支出のう

ち初等教育への配分は、第１次５ヵ年計画（1951/52～55/56年度）で50％を越

えたのを除くと、第２次計画（1956/57～60/61年度）から後述する援助増加前

の第７次計画（1985/86～89/90年度）までは20～30％台前半の低位で推移した

（Government of India［2001］参照）。それは、独立以前から高まっていた知識エ

リート層による高等教育への需要が高等教育機関の設立と学生数の顕著な伸び

になって表れ、高等教育重視に転換せざるをえなかったからである（Kumar

［1998］）。中央政府の保健支出も、第１次５ヵ年計画では対総計画支出の3.3％

を占めていたものの、漸減して第５次計画（1974/75～77/78年度）以降は１％

代後半からさらに低下傾向にある。とくに民間部門の拡大につれて病院・薬局

への支出の低下が見られる。対照的に、同じ保健支出に分類されることの多い

水道衛生については、第６次、第７次計画でそれぞれ対総計画支出比3.6％、

3.2％に増加している。これには、1980年代以降インディラ・ガンディー政権

で改訂された「20項目プログラム」になかに農村部の給水が組み込まれ、続

くラジーヴ・ガンディー政権でも1980年代の国連「国際飲料水と衛生の10年」

の下で農村部の給水が首相直属の特別任務となったためである。

ただし、各州の状況は多様である。社会指標の高いケーララ州では独立直後

の1950年代に教育支出における初等教育への配分が40％台から60％台に引き

上げられ、初等教育重視の政策が読み取れるのに対し、開発後進州のUP州で

は同時期に40％台から30％台まで低下した（佐藤［2000］）。保健支出において
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も、少なくとも1980年代前半までケーララ州は他州の支出を大きく上回って

いた。しかし近年、ケーララ州の教育、保健支出は子供の数の減少もあってか

低下し、もはや他州を大幅に上回るものではない。それでも、ケーララ州の独

立後早い段階での初等教育や保健重視の政策は非常に価値のある政策だったと

いえよう。なぜなら、初期に社会サービスを重視しなかった開発後進州などは、

人口増加などによりキャッチ・アップのための財政負担がさらに大きくなって

いるからである。

第３に、国家政策における目的とそれを達成するための手段の整合性が欠け

ていることが挙げられる。独立後、憲法（第45条）では1960年までに14歳ま

での無料義務教育を提供するとの野心的な条項が掲げてられている。その後も

国家教育政策が何度か発表され、14歳までの無料教育の提供も憲法条項に残

った（2002年の第86次憲法改正で第45条にかわって憲法第21条Aに６～14歳まで

の無料の義務教育を受ける権利が新条項として加わった。また、2005年時点で教育

権利法案（Right to Education Bill）が審議されている）。しかし、第６次全国教育

調査（Sixth All India Educational Survey）によると、1993年時点の初等教育の粗

就学率（６歳から11歳までの全人口に占める１年生から５年生までの就学者の割合）

は、81.85％（全国）、73.10％（全国女子）である（National Council of

Educational Research and Training［1998］）。これらは比較的高い数値のように見

える。しかし、政府の就学率統計は、地方行政官による過大申告のインセンテ

ィブが大きいため、かなりの過大評価と見なされていることに注意が必要であ

る。さらに、就学後にドロップ・アウト、落第する生徒も少なくない。

PROBE Team［1999］は、北インド５州の学校及び家計調査から、一般に子供

の就学を阻害する要因として語られてきた「両親の教育への無関心さ」と「児

童労働」とは逆の実態を示した。すなわち、親には少なくとも男児の教育を重

視する姿勢が見られ、働いているから通学できないのではなく、学校をドロッ

プ・アウトした児童が就業しているのである。その上で同書は、教科書、制服

など教育コストの高さ、学校への地理的・社会的な距離、後期初等教育

（Upper Primary School）施設の不足、教員１人あたりの生徒数の多さ、授業の

低い質、さらには女児就学を決定する重要な要因のひとつとされる女性教員の

少なさなどを、初等教育への就学や卒業を阻害する要因として挙げている。

保健においては、1978年に世界保健機関（World Health Organization: WHO）
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の「アルマアタ宣言」で「2000年までにすべての人に健康を」との国際的な

目標が掲げられたのを受けて、インドでも1983年の国家保健政策（National

Health Policy）でプライマリー・ヘルス・ケア・サービスの向上、ヘルス・ボ

ランティアによる保健知識や技術の習得、統合された広範囲の医療ネットワー

クの確立などが打ち出された。しかし同時に、民間部門の保健医療への投資促

進もこの時にすでに盛り込まれている。WHO「世界保健報告書」（World Health

Report）によると、インドにおける死因の約50％は感染症（1998年）によるも

のであり、そのうち53％が伝染病（うち下痢、子供の病気、結核で74％を占める）

である。1990年代の人口1000人あたりの医者の数は公共部門のみで0.2人、民

間を併せると1.0人であった（Misra, Chatterjee and Rao［2003］）。民間部門に医

者が偏っているのは明らかであろう。2002年の国家保健政策（National Health

Policy）でも民間部門の促進が言及されているが、民間病院があえて伝染病対

策や公衆衛生に取り組むインセンティブは小さい。他方で、公的サービスの質

の劣化から、各世帯における質の高い私立病院への依存も進んでいるのも事実

である。しかし、低所得層ほど質のよい民間部門のサービスにアクセスするこ

とが難しく、さらに低所得家計になるほど公立・私立にかかわらず保健・医療

費支出の負担が大きい傾向が見られる（22）。そのため、非貧困層の貧困に陥る

重要な要因のひとつに保健・医療支出（もちろん、自由に働けなくなった労働者

の分の収入減も響いている）を挙げる研究もある（Krishna et al.［2003］）。

多くの研究、政策提言では、政府による不適切な社会階層・地域のターゲテ

ィング、歪んだ補助金配分、あるいは低い公共サービスの質が指摘される。そ

れでも、現場での施設や機材などのインフラの投入量、それらに地理的・社会

文化的にすべての人がアクセスできるような分配のバランス、また教員や医者

などの人的資源の投入量や質の問題、それらに関連する腐敗については強く追

求されてこなかった（23）。それは、次に挙げる第４番目の要因によるところも

大きい。

そこで第４に、政府だけでなく、より広義の一般市民をも含む公的活動にお

いて社会サービスが重視されなかったことが挙げられる。Drèze and Gazedar

［1996: 94］は、UP州の公的サービスが適切に機能していないのは、単に政府

だけでなく一般市民の行政に対する監視の目が弱いからだと指摘する。Drèze

and Sen［2002］は、初等教育を例に挙げ、それが社会・政治的な運動で重視
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されなかったことを踏まえた上で、教育の普及を政治的な要素にかかっている

と論じている。幸い、この点では近年若干の変化の兆しが見られる。1990年

代後半以降、貧困、失業やベーシック・ニーズが選挙の際の最も主要な争点と

して浮上している（24）。これらの問題への関心は、いまだに地域・階層による

温度差が見られるものの徐々に高まっているといえよう。

最後に、1991年以降の経済改革が社会サービスに与えた影響を考察してお

こう。第１には、対外援助（External Aid）における社会サービスのシェアの伸

びが挙げられる。1980年代後半以降、世界銀行・ IMFの構造調整に対するユ

ニセフの批判「人間の顔をした調整」の必要性への対応として、世界銀行は構

造調整融資の際にソーシャル・セーフティー・ネットや社会サービス支出の維

持・増大のためのプログラムを、さらに IMFでも社会政策に関するコンディシ

ョナリティーや貧困削減に重点を置いたプログラムを導入した。インドでも、

1991年の世界銀行による構造調整融資供与の際の経済覚え書き（Country

Economic Memorandum）で、構造調整の「コスト」を和らげるためのパッケー

ジとして初等教育や保健などの社会サービスの拡大が含まれた。これらの分野

の援助額は、全体の援助額がそれほど大きく伸びていないなかで構造調整融資

終了後も増加している（表５－８）（25）。

さらに州別でも、アーンドラ・プラデーシュ州などは、援助によって支出増

となった（ただし、本稿執筆時点までの全援助案件は追加中央支援として計画委員

会による計画支出の財政移転同様に非特別カテゴリー州にはグラント 30％、貸付

70％、特別カテゴリー州にはグラント90％、貸付10％で財政移転されている）（26）。

逆に、パンジャーブ州などは、援助に依存せず州財政の配分を増加させた。し

かし、こうした一部の州を除くと、大半の州政府は1980年代中盤頃から州財

政悪化によって社会サービス分野の支出を抑制しており、各州の社会政策は財

政基盤に大きく左右されるようになっている（辻田［2004］）。したがって、

1990年代までに限れば、中央政府における援助増の影響は、一部の州に限定

されているといってよいだろう。

第２には、政府による民間部門の促進である。すでに1980年代から民間部

門の台頭が著しいことは述べた。いわば私立病院や私立校の台頭を黙認してき

た政府は、経済改革後に策定された国家政策において社会サービスの市場・競

争原理を認め、財政上の優遇などを含めて民間部門の参入を後押しし、さらに
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利用者負担を促進する傾向が見られる（27）。その背景には、公的部門だけでは

社会サービス普及のためのコストを負担しきれない現実がある。しかしこうし

た民間部門の台頭は、自動的に貧困層への社会サービスへのアクセスを保証す

るものではない。統計上、低所得層ほど公的サービスへの依存率が高いことが

明らかになっている（28）。政府は、質のよい民間部門にアクセスできない層に

は公的サービスを提供し、さらにそれらのサービスの質を向上させる責務があ

ろう。2004年の総選挙で誕生したUPA政権は、2004/05年度予算案ですべての

国税に対して２％の教育税（Education Cess）を課すと発表した。各州政府にお

いても援助を含めた歳入を確保しつつ、社会サービスを貧困層にまで浸透させ

るという公正と効率性の両立の役割を負っていることに現在でも変わりはない

だろう。

２．留保政策
社会階層別に貧困層を抽出してみると、指定カースト、指定部族が多いこと

はすでに指摘した。独立以降、不平等是正政策として指定カースト、指定部族

194

第Ⅰ部　インド経済の構造的特徴

　社会サービスの括弧内は全援助に占める割合（％）、世界銀行の括弧は社会サービス援助に
占める世界銀行の割合（％）。 

（注） 

　社会サービスは　Government of India［2000a: Appendix XIV］、世界銀行グループの社会
サービスは　Ministry of Finance　から入手した資料より筆者作成。 

（出所） 

1990/91

1991/92

1992/93

1993/94

1994/95

1995/96

1996/97

1997/98

1998/99

1999/00

6,123.92

10,004.67

9,841.16

10,115.52

9,529.74

8,709.63

10,052.07

8,498.39

9,924.92

10,993.66

260.21

436.16

491.01

593.75

968.11

1,112.79

1,482.02

1,638.24

2,502.72

2,849.58

（4.25）

（4.36）

（4.99）

（5.87）

（10.16）

（12.78）

（14.74）

（19.28）

（25.22）

（25.92） 

154.94

229.24

366.78

441.93

791.37

803.05

1,195.15

1,280.40

1,803.58

2,063.52

（59.54）

（52.56）

（74.70）

（74.43）

（81.74）

（72.17）

（80.64）

（78.16）

（72.06）

（72.41） 

援助総額 年度 うち社会サービス 
うち世界銀行（IDA＋IBRD）の 

社会サービス 

表５－８　セクター別対外援助額（実行ベース、1000　万ルピー） 



に対する留保政策が実施されてきた。これは、19世紀後半からのさまざまな

議論を経て、憲法において不可触民とほぼ同義語である「指定カースト」と少

数民族「指定部族」に連邦と州議会、公的な高等教育と雇用における機会を人

口比率に応じて与えることを保証した制度である。2001年センサスでの総人

口に占める割合は指定カースト16.2％、指定部族8.2％であり、中央政府管轄

の高等教育機関での学生、教員、非教職職員等の留保枠は指定カースト15％、

指定部族7.5％となっている。中央政府の留保枠は表５－９の通りである。ま

た、1990年代に入って憲法改正により農村パンチャーヤット議会に指定カー

ストや指定部族への留保枠が導入され（憲法第243 D条）、多くの州で実施され

ている。そのほか、1970年代から開発プログラム予算の一定割合が指定カー

スト・指定部族向けに配分されている。

さらに、1990年代に入って後進諸階級（Other Backward Class: OBC）にも高

等教育と公職での留保枠が導入された。この背景を簡単に説明しておこう。

1955年に第１次後進諸階級委員会（First Backward Classes Commission: 通称カー

カー・カーレールカル〈Kaka Kalelkar〉委員会）報告書が提出され、その後1980

年には第２次後進諸階級委員会（Second Backward Classes Commission: 通称マン
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表５－９　中央政府公職留保枠（職員に占める割合%） 

１）指定カースト・部族は　2002　年　1　月　1　日時点、後進諸階級は　2000　年　1　月　1　日時点。    （注） 
２）グループは連邦公務委員会（Union Public Service Commission）により指定される。グ
ループ　A　にはインド行政職（IAS）、インド警察職（IPS）、インド外務職（IFS）等　18　職、
グループ　B　には　8　職が含まれる（2000　年時点）。 
Government of India［2002a: Appendix II; 2004c: Appendix I］.（出所） 

指定カースト 

留保枠 
グループ 

指定部族 

留保枠 

後進諸階級 

留保枠 実績 

A

B

C

D 

掃除人 

合計（掃除人を除く） 

11.42

12.82

16.25

17.89

60.52

3.58

3.70

6.46

6.81

4.88

1.00

0.39

0.75

0.75

― 

0.51

0.18

0.43

0.31

― 

16.41 6.36 0.74 0.39

合計（掃除人を含む） 17.93 6.30 ― ― 



ダル〈Mandal〉委員会）においてOBCへの27％の留保枠が勧告された。これを

受けて、1990年にV・P・シン（V. P. Singh）国民戦線（National Front）政権が

全国一律の公職への留保（27％）の実施を発表した。この決定は、それまで

OBCへの留保政策の経験がなかった北部諸州で中高カーストの若者を中心と

する激しい反対を引き起こした。しかし、1992年の最高裁合憲判決を経て

1993年にはOBCへの留保枠の実施が確定している。留保枠の対象となるかど

うかの「後進性」は、法的に決定する。

他方、各州では、独自のリストをもとに幅の広い留保政策を実施してきた。

指定カースト・指定部族への留保も、各州の人口比に応じて留保枠が設定され

ている（表５－10）。後進階級への留保についても、すでにいくつかの州の農

村部では緑の革命の展開とともに上位カースト支配層に対する中下位カースト

の政治力が増し、留保枠をも要求してきた（押川［1995］）。各州の後進諸階級

を含む留保割合では、一般に独立以前からの長い政策運営の経験を持つ州を中

心に南インド諸州で高い（29）。これらの州での留保政策は、1992年の最高裁訴

訟判決で示された総留保枠50％の上限を越えて運用されており、留保枠の対

象人口の多さ、またその多様性が推測できよう。また、各州政府の後進階級を

含めたカースト・リストには、入り口はあっても出口がなく、州によっては州

議会選挙の際の公約によって、益々リストの肥大化が起こっている。

さて、指定カースト・指定部族への留保制度による不平等の是正の評価につ

いては、一般に長期に安定的に運営されると一定の効果が生まれるとされてき

た。少なくとも政治家、上級公務員などの政策決定レベルに少数ながら被抑圧

者層を送り込むことに成功している。しかし反面、その効果は限定的なものに

留まっているのも事実である。第１に、高等教育や公職の留保枠を埋められな

い現実がある（公職については表５－９参照）（30）。たとえば、政府は指定カース

ト・指定部族向けの奨学金、制服・文房具・教科書などの購入補助、無料の給

食制度、寄宿舎の提供など、さまざまな教育分野の支援を行ってきた。しかし、

被対象者自身の認識の不足、複数の行政機関が担当する煩雑性、それに伴う行

政手続きの複雑さ、政府からの補助金の遅延などによって、指定カースト・指

定部族のなかでも最貧困層には支援が届いていないと指摘される（Chakrabarty

and Ghosh［2000］）。さらに初等教育では、家庭の財政事情、学校での差別、授

業内容や施設などの学ぶ環境の劣悪さ、家庭と学校の文化や言語の相違などに
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よって就学が妨げられているという（World Bank［1997］）。1993/94年度のNSS

によると、農村部の指定カースト就学率（５～ 14歳）は男子 64.3％、女子

46.2％で、その他の社会階層の男子74.9％、女子61.0％を下回っている。2001

年センサスの指定カースト・指定部族の識字率は執筆時点で発表されていない

ので、1991年の識字率を見てみると、全国 52.21％に対し、指定カースト

37.4％、指定部族29.6％である。とくに開発後進州の女性識字率は、7.1％

（ビハール州指定カースト）、8.3％（ラージャスターン州指定カースト）、10.7％

（MP州指定部族）、4.4％（ラージャスターン州指定部族）でしかない。指定カー

スト・部族が高等教育、公職に応募する資格を持つためには、今まで以上に幅

広く初等教育を浸透させることが急務であろう。第２に、留保制度が一部の特

恵グループ（Creamy Layer）を生み出しているという指摘が挙げられる。政府
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表５－10　主要各州の留保状況（2002年１月１日時点、％） 

指定カースト 

アーンドラ・プラデーシュ 

アッサム 

ビハール 

グジャラート 

ハリヤーナー 

カルナータカ 

ケーララ 

マディヤ・プラデーシュ 

マハーラーシュトラ 

オリッサ 

パンジャーブ 

ラージャスターン 

タミル・ナードゥ 

ウッタル・プラデーシュ 

西ベンガル 

留保枠 
州 

15

7

―

7

20

15

―

16

13

16.25

25

16

18

21

22

指定部族 

留保枠 州人口シェア 州人口シェア 

6

10

―

15

―

3

―

20

7

22.5

25

12

1

2

6

16.2

6.9

15.7

7.1

19.3

16.2

9.8

15.2

10.2

16.5

28.9

17.2

19.0

21.1

23.0

6.6

12.4

0.9

14.8

0.0

6.6

1.1

20.3

8.9

22.1

― 

12.6

1.0

0.1

5.5

１）州人口シェアは　2001　年センサスに基づく。 （注） 

（出所） 

２）パンジャーブ州では昇進の際の留保枠として指定カースト・部族にそれぞれ20％が別
途設けられている。 

　Indiastat.com（http:///www.indiastat.com）.　オリジナルは　Ministry of Home Affairs　のデー
タ。    



のさまざまな支援、インセンティブを政治経済力のある層が制度の恩恵を受け、

さらにその第２・３世代が続けて同様の恩恵を受けていることで、指定カース

ト・指定部族間の不平等が広がっている（Mendelsohn and Vicziany［1998］;

Weisskopf［2004］）。この背景には、ほとんどの州に留保枠の対象となる世代の

制限がなく、また所得の上限がない（あるいは高い）ことも指摘できよう。

Mendelsohn and Vicziany［1998］は、連邦議会、州議会における指定カースト

議員へのインタビューから、その多くが土地、家畜など何らかの資産を持つ、

指定カーストのなかでは比較的豊かな家庭の出身で、教育、公職での留保制度

の恩恵を受けたために政治家への道が開けたことを示唆している。特定の「後

進階級」の社会進出が進み、また政治力が増すと、各カースト間の暴力を含む

軋轢と対立を生む可能性、そして留保の見直し論も今後一層顕在化すると予想

される。

このように留保制度の恩恵を受けた層がいる一方、指定カーストや指定部族

の生活水準は、現在でも雇用、教育、土地所有、資産、家畜保有数など、どの

側面をとっても他カーストに遅れをとっている（Deshpande［2001］）。表５－

11からも見て取れるように、指定カースト・部族の貧困、教育・保健指標は
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表５－11－１　社会階層別の貧困指標（％） 

Sundram and Tendulkar［2003c: 1264―1266］.（出所） 

貧困者 

比率 

1993/94年度 

貧困人口 

（1,000人） 

貧困 

ギャップ比率 

2　乗貧困

ギャップ比率 

42.85

33.63

23.39

 
― 

13,956

2,537

45,580

 
― 

10.78

8.35

5.11

 
― 

38.76

29.75

16.73

 
― 

45.69

48.81

28.30

 
― 

63,558

34,883

126,941

 
― 

10.37

11.78

5.60

 
― 

34.35

40.72

12.92

 
― 

37.84

35.15

20.01

 
（28.99） 

15,041

3,304

45,482

 
（24,385） 

87.66

89.80

42.09

 
（62.45） 

28.94

33.50

12.98

 
（19.52） 

38.38

48.02

23.23

 
（29.24） 

57,036

36,651

116,782

 
（66,369） 

79.20

11.45

42.98

 
（54.75） 

24.07

38.42

12.11

 
（15.60） 

1999/00年度 

貧困人口 

（1,000人） 

貧困 

ギャップ比率 

2　乗貧困

ギャップ比率 

都

市

部 

指定カースト 

指定部族 

その他 

その他のうち 
後進諸階級 

農

村

部 

指定カースト 

指定部族 

その他 

その他のうち 
後進諸階級 

貧困者 

比率 



たしかに向上しているが、他集団を下回る状況は続いている。これらは、指定

カーストや指定部族だからなのか、彼らの多くが一般に所得変動が激しく、賃

金も低い農業労働者や都市の日雇い労働者だからなのか、その区別は難しい。

とはいえ、少なくとも指定カースト・指定部族はその他の上位カーストの犠牲

の上に高等教育や公職の機会を得たという批判は的を射たものではないだろ

う。

第３に、留保政策よりも一般的な経済社会政策の方が指定カースト・部族の
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表５－11－３　全国家族保健調査における保健指標（1998/99　年）度 

表５－11－２　センサスによる識字率（％） 

　International Institute for Population Sciences et al.［2000: 187,
245］． 

（出所） 

　 Department of Education website
（http://www.nlm.nic.in/tables/f-scst.htm）． 

（出所） 

新生児

出生後

乳児（1　歳未満）

幼児（5　歳以下） 

BMI（体重　kg/身長
m　の　2　乗）平均

貧血(全結婚経験の
ある女性に占める
割合％)

53.20

29.80

83.00

119.30

53.30

30.90

84.20

126.60

50.80

25.20

76.00

103.10

40.70

21.10

61.80

82.60

19.50

56.00

19.10

64.90

20.20

50.70

21.00

47.60

指定カースト 指定部族 後進諸階級 その他 

子供死亡率（対　1,000　人） 

結婚経験のある女性の栄養状態 

指定カースト 全人口 指定部族 

1961

1971

1981

1991

2001

28.3 

34.5 

43.6 

52.2 

65.4 

10.3

14.7

21.4

37.4

― 

8.5

11.3

16.4

29.6

― 



厚生の向上には効果的であると考えられる。ケーララ州の指定カースト・部族

は、同州の社会政策によって他州の指定カースト・部族と比べて高い社会指標

を達成している。たとえば、指定カーストの識字率（1991年）は、全国

37.4％、ケーララ州79.7％、ビハール州19.5％、指定部族では全国29.6％、ケ

ーララ州57.22％、ビハール州26.8％である（Government of India［2002b］）。西

ベンガル州での複数の土地改革、なかでも生産物のなかから小作料を一定程度

支払えば相続権も含めた永久的な小作権を認めたオペレーション・バルガ

（Operation Barga）では、それまでの制度よりも分益小作契約の執行を強化した

こともあって約140万人の分益小作（Bargadars）の登録が進み、それらの小作

人への融資をも可能にした（People’s Democracy, June 30, 2002）。この制度の恩

恵を最も受けたのは、結果的に指定カーストであった（Mendelsohn and Vicziany

［1998］）。西ベンガル州では土地保有の上限超過分を貧困層や土地なし層に再

分配するなど、ほかの土地改革の成果もあって、全人口の27.6％を占める指定

カーストがすべての土地の23.8％（それぞれ1992年）を所有する（Chakrabarty

and Ghosh［2000］）。パンジャーブ州では指定カーストが人口の32.2％を占める

のに対し、土地所有では5.1％にしかすぎない（Chakrabarty and Ghosh［2000］）。

すなわち、他州と比較すると西ベンガル州では土地の再分配が進んでいること

がわかる。同州の一連の土地改革が貧困削減に与えた影響を直接推計した研究

ではないものの、NCAERの「人間開発報告」をもとに1994年の西ベンガル州

の貧困者比率を推計すると 51.3％であり、指定カーストだけで推計しても

55.6％（Chakrabarty and Ghosh［2000］）で、主要州のなかで最も両数値の格差

が小さい。

最後に、近年の留保政策と貧困対策をめぐる主な問題として、新政権の２つ

の動きを紹介しておこう。第１に、宗教や言語を基準とした「後進階級」への

福祉のための委員会の設置である。これまでの留保制度は、ヒンドゥー教徒で

あること（ただし、憲法上、シーク教、仏教、ジャイナ教徒は「ヒンドゥー教徒」

と見なされる）をその適用の前提としていた。しかし、NCAER「人間開発報告」

（Shariff［1999］）によると、農村部のムスリムの生活水準（教育、居住環境、所

得など）は指定カースト・部族とさほど変わらないほど低いことが明らかにさ

れている。州によってはすでにムスリムへの留保枠を導入しているところもあ

るが、中央政府のイニシアティブは不平等の是正における新しい政治経済的な
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方向性をもたらす可能性がある。第２に、留保枠の民間企業への適用である。

近年、いくつかの州でその導入をめぐる議論が活発になり、2004年には中央

政府新政権下でその導入を検討する閣僚委員会が設置された。所得変動の激し

い日雇い労働者の多い指定カースト、指定部族への雇用の確保は重要な意味を

持つ可能性が高い。しかし、産業界には慎重な意見が強く、早急な実施は容易

ではなかろう。

おわりに

本章では、1980年代以降の農村部と都市部の貧困削減プログラムの流れを

概観し、公的雇用の重視傾向を明らかにした。生活インフラ整備、教育や保健

の社会サービスでは、民間部門の台頭という共通性が見られ、一方で政府に残

された低所得層への公的サービス提供という課題もなお大きい。今後、少なく

とも現政権下では所得変動へのリスク対策として公的雇用、慢性的な貧困対策

として社会、留保政策が貧困対策の柱になっていくと見られる。

最後に、本章では触れなかった貧困削減プログラムを実施する際の構造的な

問題に簡単に触れておきたい。1990年代に入り第73次および第74次の憲法改

正（第73次は農村部、第74次は都市部に適用）によって州以下の行政への分権化

が進められてきた。本章で取り上げた貧困削減事業、教育、保健衛生、弱者福

祉なども州議会が承認すればパンチャーヤットへの権限の委譲が可能となっ

た。実際の委譲やその実施には多くの困難が予想されるものの、州以下の行政、

それを補完する住民やNGOの役割はますます重要になっている。これまで多

くの貧困削減プログラムは、州・県・末端農村における官僚、有力者への漏洩、

行政の腐敗や村の社会構造をはじめとする構造的問題の壁にぶつかってきた。

すなわち、草の根レベルの民主制、透明性、説明責任、公正な分配なくして、

抜本的な貧困削減は可能にならない、という点をいくら強調してもしすぎるこ

とはないと思われる。
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SNS
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SJS
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RY（

93 ―
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RE
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VAM
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ILC
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80―
） 

NSL
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1/9
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附
表
５
－
１
　
中
央
政
府
に
よ
る
都
市
部
の
主
要
貧
困
削
減
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
変
遷
 

会議
派 

第　6
　次計

画 
80/

81 ―
84/

85
85/

86―
89/

90
第　7

　次計
画 

92/
93 ―

96/
97

第　8
　次計

画 
97/

98 ―
01/

02
第　9

　次計
画 

02/
03 ―

06/
07

第　1
0　次
計画
 

91年
 

会議
派 

BJP
BJP

BJP
　主導

　ND
A

会議
派主

導　U
PA

国民
戦線

 
経済

自由
化 

統一
戦線

 

イン
フラ

 
整備

 

雇用
・ 

スラ
ム開

発 

SNS
US（

02 ―
） 

NSS
SFF

D（
92―
） 
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各
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
つ
い
て
は
途
中
で
の
詳
細
変
更
も
あ
る
。
以
下
、
各
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
概
略
。

A
U

W
SP
＝

19
91

　年
セ
ン
サ
ス
で
人
口
２
万
人
以
下
の
町
へ
の
水
道
普
及
を
目
的
と
す
る
。

ID
M

C
＝
ム
ン
バ
イ
、
コ
ル
カ
タ
、
チ
ェ
ン
ナ
イ
、
バ
ン
ガ
ロ
ー
ル
、
ハ
イ
ダ
ラ
ー
バ
ー
ド
の
６
都
市
に
お
け
る
イ
ン
フ
ラ
整
備
を
目
的
と
す
る
。

IL
C

SS
＝
２
漕
式
ト
イ
レ
建
設
に
よ
り
清
掃
人
の
糞
尿
処
理
か
ら
の
解
放
を
目
的
と
す
る
総
合
低
コ
ス
ト
衛
生
計
画
。

ID
SM

T
＝
総
合
中
小
都
市
開
発
。

N
N

B
C
＝
伝
統
的
低
コ
ス
ト
住
宅
技
術
の
開
発
、
促
進
、
改
善
、
職
業
訓
練
、
環
境
に
配
慮
し
た
建
設
資
材
・
物
質
の
促
進
を
目
的
と
し
た
建
設
セ
ン
タ
ー
全
国
ネ

ッ
ト
ワ
ー
ク
プ
ロ
グ
ラ
ム
。

N
R

Y＝
①
失
業
・
失
業
中
の
若
者
の
自
営
業
を
促
進
す
る
零
細
企
業
ス
キ
ー
ム
（

SU
M

E
）、
②
賃
金
雇
用
ス
キ
ー
ム
（

SU
V

V
E

)）
、
③
住
宅
改
善
（

SH
A

SH
U
）
、

か
ら
な
る
都
市
貧
困
線
以
下
人
口
へ
の
支
援
。

N
S

D
P
＝
水
道
、
下
水
、
道
路
、
ト
イ
レ
、
街
灯
の
設
置
・
改
善
等
に
よ
っ
て
ス
ラ
ム
の
改
善
を
目
的
と
す
る
国
家
ス
ラ
ム
開
発
プ
ロ
グ
ラ
ム
。
そ
の
他
、
教
育
や

保
健
施
設
な
ど
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
に
必
要
な
施
設
の
建
設
、
個
人
の
家
の
新
築
・
改
善
も
可
能
。

19
97

　年
以
降
は

　N
R

Y　
と

　P
M

U
P

E
P

　の
住
宅
改
善
プ
ロ
グ

ラ
ム
も
統
合
さ
れ
る
。
中
央
政
府
に
よ
り
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
さ
れ
る
追
加
中
央
支
援
。

N
SF

F
D

U
A
＝

N
SS

F
F

D
　か
ら
有
料
ト
イ
レ
の
提
供
を
削
除
し
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
。

N
SL

R
SD
＝
清
掃
人
と
そ
の
家
族
の
解
放
・
リ
ハ
ビ
リ
計
画
。

N
SS

F
F

D
＝

SN
SU

S 　
に
有
料
ト
イ
レ
の
提
供
を
追
加
し
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
。

P
M

R
Y＝
農
村
部
と
人
口
２
万
人
以
下
の
都
市
で
年
収
４
万
ル
ピ
ー
以
下
、

13
　年
生
修
了
以
上
の
失
業
者
（

18
歳
以
上
）
を
対
象
と
し
た
自
営
業
促
進
プ
ロ
グ
ラ
ム
。

対
象
年
齢
の
上
限
は
州
、
社
会
階
層
等
に
よ
り
異
な
る
。

P
M

U
P

E
P
＝
人
口
５
万
～

10
　万
都
市
を
対
象
に
し
た
総
合
都
市
貧
困
撲
滅
プ
ロ
グ
ラ
ム
。

R
E

G
P
＝
カ
ー
デ
ィ
・
村
落
工
業
委
員
会
と
銀
行
か
ら
の
融
資
に
よ
り
実
施
さ
れ
る
農
村
と
人
口
２
万
人
以
下
の
都
市
で
の
自
営
業
の
創
出
を
目
的
と
し
た
村
落
産

業
振
興
プ
ロ
グ
ラ
ム
。

SJ
SR

Y＝
N

R
Y、

P
M

IU
P

E
P
、

U
B

SP
　の
廃
止
に
伴
い
発
足
し
た
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
組
織
化
を
重
視
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
。
貧
困
線
以
下
の
人
口
対
象
。
①
全
都
市
部

を
対
象
と
す
る
自
営
業
支
援
（

U
S

E
P
）、
②

N
R

Y
と

　P
M

U
P

E
P

　の
自
営
業
・
賃
金
労
働
を
統
合
し

　1
99

1　
年
セ
ン
サ
ス
時
人
口

　5
0　
万
人
以
下
の
都
市
に
賃

金
雇
用
を
提
供
す
る
（

U
W

E
P
）
か
ら
な
る
。
さ
ら
に

U
SE

P
は

10
人
以
上
の
女
性
グ
ル
ー
プ
支
援
（

D
W

C
U

A
）
な
ど
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
か
ら
な
る
。
 

SN
SU

S＝
大
都
市
の
路
上
生
活
者
・
ホ
ー
ム
レ
ス
に
住
宅
を
提
供
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

U
B

SP
＝

U
B

SS
に
精
神
・
身
体
障
害
児
童
、
薬
物
・
ア
ル
コ
ー
ル
依
存
治
療
、
ス
ト
リ
ー
ト
・
チ
ル
ド
レ
ン
へ
の
特
別
プ
ロ
グ
ラ
ム
な
ど
を
加
え
、
さ
ら
に
ス
ラ
ム

の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
登
録
団
体
と
し
て
形
成
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

19
74

　年
に
開
始
し
た
都
市
ス
ラ
ム
環
境
改
善
プ
ロ
グ
ラ
ム
（

E
IU

S
）
の
対
象
ス

ラ
ム
の
み
で
実
施
。

 
U

B
S

S
＝
ス
ラ
ム
で
の
環
境
衛
生
、
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
・
ヘ
ル
ス
・
ケ
ア
、
就
学
前
教
育
、
職
業
訓
練
、
そ
の
他
の
社
会
サ
ー
ビ
ス
を
子
供
と
女
性
に
提
供
す
る
パ
イ

ロ
ッ
ト
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
。

VA
M

B
A

Y＝
貧
困
線
以
下
人
口
で
ス
ラ
ム
に
住
む
人
々
の
た
め
の
住
宅
建
設
・
改
善
と
ト
イ
レ
建
設
に
よ
る
健
康
で
衛
生
的
な
環
境
の
提
供
を
目
的
と
す
る
。

2M
H

P
＝
年
間

　2
00

　万
戸
（
都
市

　7
0　
万
戸
、
農
村

　1
30

　万
戸
）
の
住
宅
建
設
を
目
的
と
す
る
住
宅
融
資
を
プ
ロ
グ
ラ
ム
。

（
注
） 

　
P

la
nn
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g 

C
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m
is

si
on
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si
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（

ht
tp
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an
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ng
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m
m
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on
.n

ic
.in

/）
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M
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 U
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w
eb

si
te
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ht
tp

://
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.n
ic

.in
/m

ud
-

fi
na

l-
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/in

de
x_
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l_
fl
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h.

ht
m
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 M
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is

tr
y 
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 U
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an

 E
m
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oy

m
en

t 
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d 
P

ov
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ty
 A

lle
vi

at
io

n 
w
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te
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ht
tp

://
m
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.n
ic

.in
/）
な
ど
よ
り
作
成
。

（
出
所
） 
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附
表
５
―
２
　
中
央
政
府
に
よ
る
農
村
部
の
主
要
貧
困
削
減
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
総
合
農
村
開
発
、
公
的
雇
用
）
の
変
遷
 

附
表

　５
－
１
に
同
じ
。
都
市
部
と
共
通
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
２

M
H

P
、

P
M

R
Y）
に
つ
い
て
の
説
明
は
省
略
。

C
D

P
＝
総
合
的
な
農
村
開
発
を
目
的
と
す
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
開
発
プ
ロ
グ
ラ
ム
。
と
く
に
農
業
生
産
の
強
化
に
主
眼
が
置
か
れ
た
。

C
SR

E
＝
毎
年

　3
50

　の
各
県
で

　1
,0

00
　人
以
上
の
雇
用
を
提
供
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

D
W

C
R

A
＝
女
性
グ
ル
ー
プ
向
け
に
回
転
資
金
の
提
供
す
る
こ
と
で
、
所
得
創
出
活
動
や
社
会
サ
ー
ビ
ス
へ
の
ア
ク
セ
ス
の
向
上
を
目
的
と
す
る
。

E
A

S
＝
農
閑
期
に

　1
00

　日
の
日
雇
い
賃
金
労
働
（
県
長
官
が
決
定
す
る
労
働
集
約
的
な
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
・
社
会
事
業
）
を

　1
8　
歳
か
ら

　6
0　
歳
（
１
家
族

　２
人
ま

で
）
に
提
供
。

F
F

W
＝
失
業
者
、
不
完
全
雇
用
者
の
男
女
を
対
象
と
す
る
食
糧
の
た
め
の
労
働
プ
ロ
グ
ラ
ム
。
所
得
向
上
に
よ
っ
て
栄
養
水
準
を
上
げ
る
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
の

資
産
作
り
と
イ
ン
フ
ラ
整
備
に
よ
る
生
活
水
準
の
向
上
、
余
剰
食
糧
の
利
用
の
３
つ
を
目
的
と
す
る
。

（
注
） 

会議
派 

会議
派 

会議
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統一
戦線

 
BJP

BJP
BJP

　主導
　ND

A
会議

派主
導　U

PA
経済

自由
化 

69/
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73/
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80/
81―

84/
85

第　4
　次計

画 
74/

75 ―
77/

78
第　5

　次計
画 

第　6
　次計

画 
85/

86 ―
89/

90
第　7

　次計
画 

92/
93 ―

96/
97

97/
98―

01/
02

02/
03―

06/
07

第　8
　次計

画 
91年

 
第　9

　次計
画 

第　1
0　次
計画

 

ジャ
ナタ
党 

国民
戦線

 

総合
農村

 
開発

 

公的
雇用

 

DW
CR

A（
82―
） 

SIT
RA
（9

2―）
 GK

Y（
97 ―
） 

RS
VY
（0

2/0
3―0

6/0
7）
 

EA
S（

93 ―
） 

RW
P（

60/
61 ―

68/
69）

 

RL
EG

P（
83―
） 

JRY
（8

9―）
 

JGS
Y（

99―
） 

SG
RY
（0

1 ―）
 

IAY
（8

5/8
6―）

 
IAY
（9

2―）
 

MW
S

MW
S（

88/
89 ―
） 

PM
RY
（9

3 ―）
 

SE
EU

Y（
83―

93/
94）

 
RE

GP
（9

5 ―）
 

FF
W（

77/
78 ―

79/
80）

 
NF

FW
P（

04―
） 

TR
YSE

M（
79 ―
） 

SG
SY（

99 ―
） 

MF
AL
（7

1 ―）
 

CD
P

（5
2―）

 SF
DA
（7

1 ―）
 

IRD
P（
一部

　78
―、
全国

　80
―）
 

CS
RE
（7

1/7
2―7

3/7
4）
 

PIR
EP
（7

2/7
3―7

4/7
5）
 

NR
EP
（開

始　8
0―、

正規
） 
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G
K

Y＝
農
民
を
対
象
に
表
流
水
や
地
下
水
の
利
用
の
た
め
に
補
助
金
の
提
供
、
維
持
管
理
、
融
資
を
行
う
。
 

IA
Y
＝

R
L

E
G

P
、

JR
Y
の
下
位
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
し
て
実
施
さ
れ
、

90
年
代
に
独
立
し
た

S
C

/S
T

/解
放
債
務
労
働
者
／
貧
困
線
以
下
の
人
口
を
対
象
と
し
た
住
宅
建
設

支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
。
 

IR
D

P
＝
総
合
農
村
開
発
プ
ロ
グ
ラ
ム
。
貧
困
以
下
の
世
帯
に
無
担
保
で
ク
レ
ジ
ッ
ト
と
補
助
金
を
供
与
し
、
生
産
的
資
産
を
持
た
せ
る
こ
と
で
自
営
業
を
促
進
す

る
。

JG
SY
＝

JR
Y 　
の
修
正
版
。
経
済
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
を
目
的
と
し
、
雇
用
創
出
は
二
次
的
な
目
的
に
。

JR
Y　
下
の
賃
金
対
機
材
（

6　
対

　4
）
の
規
定
緩
和
。

JR
Y
＝

N
R

E
P

　と
　R

L
E

G
P

　を
統
合
。
貧
困
線
以
下
人
口
、
特
に

　S
C

/S
T

/元
債
務
労
働
者
に
対
し
て
各
パ
ン
チ
ャ
ー
ヤ
ッ
ト
・
レ
ベ
ル
で
の
公
共
事
業
へ
の
賃
金
労

働
を
提
供
。

M
FA

L
＝
零
細
農
・
農
業
労
働
者
を
対
象
と
し
て
雇
用
機
会
を
与
え
、
所
得
を
補
助
す
る
。

M
W

S＝
開
始
当
初
は

　N
R

E
P

　と
　R

L
E

G
P

　の
サ
ブ
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
（

JR
Y　
資
金
の

　2
0%
を
使
用
）。
小
農
・
零
細
農
、
と
く
に

　S
C

/S
T

/元
債
務
労
働
者
が
自
ら
の
労

働
に
よ
っ
て
開
放
潅
漑
井
戸
を
建
設
す
る
。

N
R

E
P
＝
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
の
資
産
確
保
、
貧
困
層
の
栄
養
と
生
活
水
準
の
向
上
を
目
的
と
し
て
、
年
間

　3
00
～

40
0　
万
人
日
の
雇
用
創
出
。
補
助
金
価
格
で
食
糧

支
給
。

N
F

F
W

P
＝
全
国
の
最
後
進

　1
50

　県
で
開
始
し
た
全
国
食
糧
の
た
め
の
労
働
プ
ロ
グ
ラ
ム
。
県
庁
官
の
下
、
農
村
部
貧
困
層
に
非
熟
練
労
働
を
提
供
。

S
G

R
Y

　と
　

N
F

F
W

P
　は
全
国
農
村
雇
用
保
証
法
（

20
05

　年
）
下
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
統
合
さ
れ
る
予
定
。

P
IR

E
P
＝

15
　の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
開
発
ブ
ロ
ッ
ク
で
実
施
さ
れ
た
非
熟
練
労
働
者
に
追
加
的
な
雇
用
を
提
供
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
。

R
E

G
P
＝
農
村
、
人
口
２
万
人
以
下
の
都
市
で
の
自
営
業
創
出
を
目
的
と
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
。
カ
ー
デ
ィ
・
村
落
工
業
委
員
会
と
銀
行
か
ら
の
融
資
に
よ
り
村
落
産

業
を
振
興
す
る
。

R
L

E
G

P
＝
土
地
無
し
層
１
世
帯
に
つ
き

　1
　人
に
年
間

　1
00

　日
の
雇
用
機
会
を
提
供
し
、
経
済
イ
ン
フ
ラ
を
整
備
す
る
。

R
M

P
＝
農
閑
期
な
ど
特
定
の
季
節
に
失
業
問
題
を
抱
え
る
地
域
を
中
心
に
計
画
実
施
中
に

　2
50

　万
人
に

　1
00

　日
間
の
雇
用
を
提
供
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

R
SV

Y＝
後
進
県
の
貧
困
削
減
、
農
業
生
産
の
向
上
、
失
業
、
教
育
や
道
路
な
ど
の
社
会
経
済
イ
ン
フ
ラ
整
備
を
目
的
と
す
る
。

R
W

P
＝
旱
魃
地
域
で
の
雇
用
対
策
。

73
/7

4 　
年
度
か
ら
は
地
域
開
発
中
心
と
な
り

　D
PA

P
　に
。

S
E

E
U

Y
＝
小
規
模
工
業
促
進
の
た
め
に

　1
9～

35
　歳
ま
で
の

　1
0　
年
生
修
了
以
上
に
年
間

　2
50

　万
人
を
目
標
と
し
て
雇
用
を
提
供
す
る
高
学
歴
若
者
市
営
業
促
進
ス

キ
ー
ム
。

94
/9

5 　
年
度
か
ら

　P
M

R
Y　
に
統
合
さ
れ
る
。

SF
D

A
＝
小
農
を
タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
し
て
ク
レ
ジ
ッ
ト
を
供
与
し
、
農
業
生
産
性
の
向
上
を
支
援
。

SG
R

Y＝
JG

SY
、

E
A

S、
食
糧
の
た
め
の
労
働
を
統
合
。
貧
困
層
に
賃
金
労
働
を
提
供
し
永
続
的
な
社
会
経
済
イ
ン
フ
ラ
の
創
出
、
食
糧
・
栄
養
の
確
保
を
目
的
と

す
る
。
女
性
、

SC
/S

T
、
危
険
を
伴
う
児
童
労
働
を
止
め
た
親
へ
の
雇
用
機
会
の
提
供
を
優
先
。
賃
金
は
１
日
１
労
働
者
に
つ
き
最
低
５

kg
　の
穀
類
と
現
金

の
組
み
合
わ
せ
で
各
州
規
定
の
最
低
賃
金
を
支
給
さ
れ
る
。
県
、
中
間
レ
ベ
ル
の
パ
ン
チ
ャ
ー
ヤ
ッ
ト
管
轄
で
実
施
。

SC
/S

T
　の
資
産
創
出
、
個
人
の
土
地

で
の
開
発
事
業
の
た
め
に
資
源
の

　2
2.

5％
を
使
用
す
る
規
定
。

04
/0

5　
年
度
か
ら
は
全
資
金
の

　5
0％
を
投
入
し
て
村
落
パ
ン
チ
ャ
ー
 

ヤ
ッ
ト
管
轄
の
事
業
を
開
始
予
定
。

S
G

S
Y
＝

IR
D

P
　と
そ
の
全
関
連
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
統
合
し
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
。
貧
困
層
の
自
助
グ
ル
ー
プ
組
織
化
を
重
視
し
、
キ
ャ
パ
シ
テ
ィ
ー
・
ビ
ル
デ
ィ
ン
グ
、

集
団
活
動
計
画
、
イ
ン
フ
ラ
支
援
、
技
術
支
援
、
ク
レ
ジ
ッ
ト
提
供
、
マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
を
行
う
。
県
農
村
開
発
エ
ー
ジ
ェ
ン
シ
ー
、
州
政
府
、

N
G

O
、
パ

ン
チ
ャ
ー
ヤ
ッ
ト
間
の
連
携
を
促
進
。
自
助
グ
ル
ー
プ
の
半
分
を
女
性
、
被
利
益
者
層
の
半
分
を

　S
C

/S
T

　に
。

SI
T

R
A
＝
織
工
、
仕
立
屋
、
針
子
、
ビ
ー
デ
ィ
ー
を
除
く
手
工
業
者
に
改
良
工
具
の
購
入
の
際
に

　9
0%
の
補
助
金
（
上
限
額
あ
り
）
を
提
供
。

T
R

YS
E

M
＝
青
年
層
（
貧
困
線
以
下

　1
8　
歳
～

35
　歳
）
を
対
象
に
農
業
そ
の
他
の
分
野
で
の
自
営
業
起
業
の
た
め
の
技
術
・
起
業
家
教
育
＋
の
ち
に
訓
練
終
了
者
へ

の
雇
用
を
提
供
。
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g 
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（

ht
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/）
, M
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y 
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al

 D
ev
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te
（
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tp
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ru
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l.n

ic
.in

/）
, M

in
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tr
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of
 

F
in
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ce
（

ht
tp

://
fi
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in
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ic
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/）

, P
re

ss
 I

nf
or

m
at

io
n 

B
ur

ea
u（

ht
tp

://
pi

b.
ni

c.
in

/）
な
ど
よ
り
作
成
。
 

（
出
所
） 
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政権
 

附
表
５
―
３
　
中
央
政
府
に
よ
る
農
村
部
の
主
要
貧
困
削
減
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
イ
ン
フ
ラ
の
整
備
）
の
変
遷
 

会議
派 

会議
派 

会議
派 

統一
戦線

 
BJP

BJ
P

BJ
P　主
導　

ND
A

会議
派主
導　

UP
A

経済
自由

化 
69

/70
―73

/74
80

/81
―84

/85
第 　

4　次
計画

 
74

/75
―77

/78
第 　

5　次
計画

 
第　

6　次
計画

 
85

/86
―89

/90
第 　

7　次
計画

 
92

/93
―96

/97
97

/98
―01

/02
02

/03
―06

/07
第 　

8　次
計画

 
91
年 

第　
9　次
計画

 
第　

10
　次
計画

 

ジャ
ナタ
党 

国民
戦線

 

イン
フラ

 
整備

 

RG
GV

Y（
05

/06
―）
 

PU
RA
（0

4/0
5 ―）

 
RB

C（
99/

00
―03

/04
） 

Inn
 H

ou
sin

g（
99

/00
―03

/04
） 

CS
S（

99
/00

―01
/02
） 

SA
Y（

99
/00

――0
3/0

4）
 

IAY
2M

HP
（9

8―）
 

BN
（0

5/0
6 ―）

 
RV

EP
（0

1/0
2―）

 

CR
SP
（8

6 ―）
 

Sw
aja

ldh
ara
（0

2 ―）
 

AR
WS

P（
72

/73
―）
 

PM
GS

Y（
00

―）
 

PM
GS

Y ―
RD

WP
（0

0/0
1―）

 
PM

GS
Y ―

GA
PM

GY
（0

0/0
1―）

 
PM

JG
SY
（0

4/0
5―）

 

CS
S H

ou
sin

g（
71

―74
） 

CR
SP
（9

2―）
―T

SP
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附
表

　５
－
１
に
同
じ
。
都
市
部
と
共
通
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
２

M
H

P
、

P
M

R
Y）
お
よ
び

IA
Yの
説
明
は
附
表
５
－
１
、
５
－
２
を
参
照
。

A
R

W
S

P
＝
農
村
部
の
水
道
普
及
プ
ロ
グ
ラ
ム
。

19
86

　年
か
ら
国
家
飲
料
水
ミ
ッ
シ
ョ
ン
、

19
91

　年
か
ら
ラ
ジ
ー
ヴ
・
ガ
ン
デ
ィ
ー
国
家
飲
料
水
ミ
ッ
シ
ョ
ン
な

ど
の
ミ
ッ
シ
ョ
ン
に
よ
り
実
施
さ
れ
る
。

 
B

N
（

B
ha

ra
t 

N
ir

m
an
）＝
農
村
に
お
け
る
道
路
、
電
気
、
飲
料
水
、
住
宅
、
電
話
、
潅
漑
の
６
つ
の
分
野
の
イ
ン
フ
ラ
整
備
。

C
R

SP
＝

 S
C

/S
T

/土
地
な
し
労
働
者
に
は

　1
00
％
補
助
金
、
そ
の
他
の
農
村
部
住
民
に
は
相
場
価
格
に
対
す
る
補
助
金
の
提
供
で
ト
イ
レ
建
設
を
促
す
プ
ロ
グ
ラ
ム
。

C
SS
＝
農
村
部
の
年
収
３
万

　2
,0

00
　ル
ピ
ー
以
下
の
世
帯
を
対
象
と
し
た
ク
レ
ジ
ッ
ト
と
補
助
金
に
よ
る
住
宅
建
設
ス
キ
ー
ム
。

IA
Y　
に
統
合
さ
れ
る
。

 
C

SS
―H

ou
si

ng
＝

SC
/S

T
　を
含
む
土
地
な
し
層
、
職
人
に
対
し
て
住
宅
建
設
支
援
を
行
う
中
央
部
門
事
業
。

74
　年
以
降
、
州
に
移
管
。

 IN
N

 H
ou

si
ng
＝
農
村
地
域
の
住
宅
建
設
を
技
術
・
デ
ザ
イ
ン
・
構
造
を
統
合
的
に
促
進
す
る
農
村
住
宅
居
住
開
発
統
合
ス
キ
ー
ム
。

IA
Y 　
に
統
合
さ
れ
る
。

P
M

G
S

Y
＝
人
口

　1
,0

00
　人
以
上
の
居
住
地
域
（
丘
陵
、
部
族
、
砂
漠
地
域
の
場
合

　5
00

　人
以
上
）
へ
の
ア
ク
セ
ス
と
な
る
道
路
建
設
。
第
２
フ
ェ
ー
ズ
で
は

　5
00

　
人
以
上
の
居
住
区
（
丘
陵
、
部
族
、
砂
漠
地
域
の
場
合

　2
50

　人
以
上
）
に
拡
大
予
定
。

P
M

G
Y＝
村
の
持
続
的
人
間
開
発
を
目
的
と
す
る
追
加
中
央
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
。
①
農
村
部
の
道
路
、
②
基
礎
保
健
、
初
等
教
育
、
農
村
住
宅
、
農
村
飲
料
水
、
栄

養
の
２
つ
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
か
ら
な
る
。

P
M

JG
S

Y
＝
飲
料
水
の
問
題
を
抱
え
る
渇
水
地
域
で
雨
水
集
水
を
通
じ
た
水
管
理
を
行
う
。
い
く
つ
か
の

　D
D

P
　地
域
（
第

　1
0　
次
計
画
）
を
対
象
と
し
て
開
始
し
、

D
PA

P
　対
象
地
域
（
第

　1
1　
次
計
画
）
に
拡
大
予
定
。

P
U

R
A
＝
農
村
部
に
都
市
の
ア
メ
ニ
テ
ィ
を
低
コ
ス
ト
で
普
及
す
る
た
め
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
。
道
路
は
政
府
、
そ
れ
以
外
の
開
発
は
民
間
部
門
の
主
導
。

R
B

C
＝

H
U

D
C

O
　を
通
じ
て
資
金
提
供
さ
れ
た
技
術
移
転
、
情
報
提
供
、
ス
キ
ル
向
上
の
た
め
の
農
村
建
物
セ
ン
タ
ー
。

IA
Y　
に
統
合
さ
れ
た
。

R
G

G
V

Y＝
農
村
電
化
計
画
。
農
村
部
貧
困
線
以
下
の
世
帯
に
無
料
で
電
力
を
供
給
。

R
V

E
P
＝
第

　1
0　
次
５
カ
年
計
画
中
に

　5
,0

00
　離
村
の
電
力
化
を
目
的
と
す
る
。

SA
Y＝
農
村
部
の
住
民
の
生
活
の
質
を
向
上
さ
せ
る
た
め
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
。
技
術
移
転
、
人
間
開
発
、
参
加
型
居
住
改
善
へ
の
支
援
し
て
住
宅
、
衛
生
、
水
道
を
統

合
し
て
提
供
す
る
。

IA
Y 　
に
統
合
。

S
w

aj
al

d
h

ar
a＝
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
参
加
型
に
よ
る
飲
料
水
供
給
プ
ロ
グ
ラ
ム
。
①
県
、
②
そ
れ
以
下
の
パ
ン
チ
ャ
ー
ヤ
ッ
ト
（
ブ
ロ
ッ
ク
な
ど
の
中
間
又
は
村
）

の
２
つ
の
実
施
単
位
が
あ
る
。

T
SP
＝

19
99

　年
に
改
訂
さ
れ
た

　C
R

SP
　の
下
で
実
施
さ
れ
て
い
る
全
国
民
衛
生
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
。

C
R

SP
　と
は
異
な
り
需
要
主
導
型
ア
プ
ロ
ー
チ
で
、
情
報
教
育
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
、
学
校
の
ト
イ
レ
建
設
、
衛
生
教
育
に
重
点
を
置
く
。
 

（
注
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。
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【注】

（１）IRDP以前の農村開発プログラムについては、たとえば福永［1992］参照。

（２）特別カテゴリー州とは国境周辺に位置し、経済的に後進地域であるだけでなく政

治的に分離主義的な傾向を持つ州であるために中央政府からの財政移転において

優遇されている州である。具体的にはアルナーチャル・プラデーシュ州、アッサ

ム州、ヒマーチャル・プラデーシュ州、ジャンムー・カシュミール州、マニプル

州、メガラヤ州、ミゾラム州、ナガランド州、シッキム州、トリプラ州、ウッタ

ラーンチャル州（第12次財政委員会時点）。

（３）1998/99年度以降の議員１人あたりのMPLADS年間予算は2000万ルピーである

（http://mplads.nic.in/welcome.html）。

（４）本章で取り上げたマハーラーシュトラ州の公的雇用制度や西ベンガル州の土地改

革のほかに、ヒマーチャル・プラデーシュ州の教育、タミル・ナードゥ州の社会

保障、グジャラート州の旱魃救済、ケーララ州のピープルズ・プランなどが代表

例である。

（５）1993/94年度の調査までは、消費支出対象全品目の参照期間が30日だったのに対

し、1999/00年度の大標本調査では食料品は７日と30日の並記、衣服、履き物、

耐久消費財、医療機関での支出は365日、その他の非食料品は30日に変更された

（Government of India［2003］）。この背景には、中央統計局（Central Statistical

Organisation）から毎年発行される国民所得統計（National Account Statistics: NAS）

における個人最終消費者支出とNSSの消費支出の格差の拡大がある（厳密にいえ

ば、NSSとNASの「消費」概念・算出方法とも異なる）。NSSの参照期間の変更は、

高所得階層による消費の過小評価との批判に応じたものと考えられる。

（６）経済改革後に貧困削減・生活水準の向上が進んだとする論としては、Bhagwati

［2001］、Bhalla［2003］など、逆に貧困化が進んだとする論としてはMehta［2001］

などを参照。

（７）詳しくは、山形［2004］のレビュー参照。

（８）たとえばShetty［2003］に所得収斂の議論をめぐる実証研究が整理されている。

（９）IRDPについて詳しくは、近藤［1998a; 1998b］、佐藤［2002］参照。

（10）EGSについては、Drèze and Sen［1989］、Dev［1995; no date］などを参照。

（11）センサスにおける都市地域（Urban）の定義は、（１）都市自治体（Municipality,

Corporation）、軍野営地域委員会（Cantonment Board）、公式に認められた町およ

び委員会（Notified Town and Committee）の地域、（２）（１）以外の地域で、次の

条件を満たす地域。①人口5000人以上、②男性労働者の75％以上が非農業部門に

従事、③１平方キロメートルあたりの人口密度が400人以上（１平方マイルあた
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り1000人以上）。

（12）2001年センサスによるとスラムとは、（１）州・連邦直轄地が法的にスラムと定

める地域、（２）（１）以外に州・連邦直轄地がスラムと認める地域、（３）人口300

人以上又は60～70世帯が非衛生的環境（通常インフラ不適切、衛生・飲料水施設

不足した地域）で密集して居住する地域。

（13）2001年センサスにおける「屋根や壁が堅固な構造の家」（Permanent House）と

は、屋根や壁が亜鉛鉄板、金属板、アスベスト板、煉瓦、石、コンクリート、タ

イル（屋根のみ）、粘板（屋根のみ）を原料とする家である。

（14）インドの人間開発報告としては、Shariff［1999］、Government of India［2002b］

が挙げられる。また、NCAERは東西南北４地域の人間開発報告を出版している。

各州の人間開発報告書についてはUNDP India Office website（http://www.undp.org.

in/hdrc/shdr/default.htm）参照。

（15）国連開発計画の人間開発指数は、①出生時寿命、②成人識字率と就学率、③実質

１人あたりGDP（購買力平価による調整値）から算出される。

（16）Prakash［1999］によると、中東からケーララ州への送金は湾岸戦争で送金の低

下した1992年で純州内総生産の12.0％、1994年で同27％と推計されるという。

（17）教育局（Department of Education）website（http://education.nic.in/htmlweb/

natpol.htm）.

（18）2000年にビハール州、マディヤ・プラデーシュ州、ウッタル・プラデーシュ州

のそれぞれ一部の地域が独立州となった。2001年センサスによると、独立した州

を含めたBIMARU州は、全人口の41.09％を占める。

（19）各州の実質１人あたり教育支出は教育指標に影響を与えるとの実証研究がある

（Dutta et al.［1997］）。

（20）Tan and Mingat［1992］によれば、1993/94年度のインドの対GDP比教育支出は

3.8％であり、同じくらいの数値を持つ国はタイであった。1995年のインドの15

歳以上識字率は52％に対し、タイは94％である。また、Prabhu［1999］は、政

府＋民間支出を対GDP比６％前後と推計し、中国の3.5％と比較しても、インド

の保健は「ハイコストながら低指標しか達成していない」と表現している。もち

ろん、現在のインドの低指標の要因としては、過去の歴史的な低支出のツケ、末

端行政によるサービスの非効率性、腐敗等を考慮する必要がある。

（21）1990年代前半の全国調査では、公立校に在籍する生徒の方が多い。1993年の第

６次全国教育調査では全国の１～５年生のうち 80.8％（National Council on

Education Research and Training［1998］）、NCAERのサーベイでは６～14歳の就

学児童のうち68.0％がそれぞれ公立校に通っていた（Shariff［1999］）。政府からの
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財政支援を受けている私立校を含めると、その割合は両調査とも90％を超える。

（22）NCAERのデリーとチェンナイにおけるスラム・再定住居住区での医療費の調査

によると、１人あたり所得５分位階層別で第１分位（所得の最も低い層20％）で

は１人あたり月額所得の36％を通院１疾病に費やしているのに対し、第５分位

（所得の最も高い層20％）では15％である。入院治療１疾病については、第１分

位で32％、第５分位で16％である（Sundar et al.［2002］）。このように一般には

貧困家計ほど医療費が高いとの調査報告が多い。一方で医療への投資によって労

働者を生産的な活動に従事させ、高所得、高消費支出に結びつくという実証研究

もある（Gupta and Mitra［2004］）。

（23）貧困削減プログラムの末端行政での実施状況についてはSainath［1995］を参照。

（24）India Today, April 30 1996及びFebruary 23 1998を参照。

（25）インドは1990～98年の間、保健分野における世界銀行の最大の被援助国であっ

た（Gupta and Gumber［2002］）。

（26）第12次財政委員会は、援助の契約条件のまま各州に財政移転すること、そのた

めの基金を中央政府に設置することを提言している（Government ot India

［2004b: 232, 236］）。

（27）詳しくは、1992年国家教育政策行動計画（National Education Policy Action Plan）、

2000年首相貿易産業諮問会議（Prime Minister’s Council on Trade and Industry）の

初等教育、公衆衛生、農村開発、2002年国家保健政策（National Health Policy）

を参照。

（28）1993年のNCAER調査によれば、入院治療を所得５分位階層別で見ると第５分位

（所得の最も高い層20％）は45.2％しか公立病院を利用しないのに対し、第１分

位（所得の最も低い層20％）では71.5％に達する。

（29）2004年時点では、アーンドラ・プラデーシュ州51％、カルナータカ州61％、ケ

ーララ州60％、タミル・ナードゥ州69％である（Frontline, August 14-27）。

（30）Weisskopf［2004］は、インド工科大学（Indian Institute of Technology）５校の

例から次のような指摘をしている。1994/95年度入学者の指定カースト・指定部族

の留保枠は、指定カーストで半分、指定部族で６分の１程度しか埋まっていない。

また通常の入学試験の合格ラインより低いために、大学入学後に１年程度の予備

期間を経ているが、それでも落第率が高い。
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